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平成２９年１－３月期の産業活動 

ミニ経済分析ＵＲＬ： http://www.meti.go.jp/statistics/toppage/report/minikeizai-result-1.html 

水準は維持しているが、 
サービス、製造業ともに方向性としては一服感の見られた 
平成２９年第１四半期 



本稿における留意事項 

 
１.本稿における年の表示は和暦であり、元号は特記しない限り原則 
  として平成である。 
 
２.四半期別伸び率寄与度は、特記しない限り前期比伸び率に対する 
   寄与度である。なお、個々の系列毎に季節調整を行っているため、

内訳の寄与度の積み上げと全体の伸び率は一致しないことがある。 
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全産業活動の動向
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・平成29年1-3月期の全産業活動指数は103.6(前期比0.0％)と横ばい。

全産業活動指数の動向

(資料)経済産業省「全産業活動指数」より作成。
(注)水色のシャドー部分は景気後退局面。

2

103.6 

90

95

100

105

110

115

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ

23 24 25 26 27 28 29

全産業活動指数 第３次産業活動指数
鉱工業生産指数 建設業活動指数

(22年＝100、季節調整済)

(期／年)

東日本大震災発生 消費税率引上げ



全産業活動指数前期比　産業活動別の影響度合い
平成29年1-3月期の全産業活動指数は第３次産業活動が低下したものの、鉱工業生産及び建設業
活動は上昇し、全体としては横ばい。

・

(資料)経済産業省「全産業活動指数」より作成。
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(注)水色のシャドー部分は景気後退局面。

第３次産業活動指数の動向
・平成29年1-3月期の第３次産業活動指数は103.9(前期比-0.2％)と5期ぶりの低下。
・平成28年4-6月期の103.7以来の指数水準。

4
(資料)経済産業省「第３次産業活動指数」より作成。
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(資料)経済産業省「鉱工業指数」より作成。
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(注)１.鉱工業指数(IIP)とは、月々の鉱工業の生産、出荷、在庫等を基準年(現在は平成22年)の12か月平均＝100として指数化したもので、事業所の生産活動、製品の需給動向など
       鉱工業全体の動きを示す代表的な指標。
　　２.紫色のシャドー部分は景気後退局面。

鉱工業生産指数の動向
・平成29年1-3月期の鉱工業生産指数は100.0(前期比0.2％)と4期連続の上昇。
・平成26年1-3月期の101.9以来の指数水準。
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(資料)経済産業省「全産業活動指数」より作成。

建設業活動指数の動向
・平成29年1-3月期の建設業活動指数は111.6(前期比0.5％)と2期ぶりの上昇。
・平成28年7-9月期の112.5以来の指数水準。

(注)水色のシャドー部分は景気後退局面。
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鉱工業活動の動向
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8

平成29年1-3月期の鉱工業活動の状況

指数水準 前期比(％) 指数の動き 過去の水準

鉱工業生産指数 100.0 0.2 4期連続の上昇     平成26年1-3月期の101.9以来

鉱工業出荷指数 98.5 -0.1 4期ぶりの低下     平成28年7-9月期の96.3以来

輸出向け 103.8 1.0 3期連続の上昇     平成23年1-3月期の104.6以来

国内向け 97.4 0.0 横ばい －

鉱工業総供給指数 101.7 0.6 3期連続の上昇     平成26年1-3月期の106.4以来

国産 97.5 -0.1 4期ぶりの低下     平成28年7-9月期の96.1以来

輸入 116.9 2.0 2期連続の上昇     平成27年1-3月期の117.2以来

鉱工業在庫指数 109.7 2.2 4期ぶりの上昇     平成28年7-9月期の109.9以来

鉱工業在庫率指数 111.5 1.6 4期ぶりの上昇     平成28年7-9月期の114.3以来

指数名



(資料)経済産業省「鉱工業指数」より作成。

鉱工業生産指数前期比　業種別の影響度合い
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平成29年1-3月期の生産指数は輸送機械工業などが低下したものの、電子部品・デバイス工業な
どが上昇したため、前期比0.2％の上昇。

・
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寄与率：生産全体の変動に対して影響を及ぼした、各品目の影響の度合い。全93業種の寄与率を足すと、当期が上昇なら100％、低下なら－100％
        になる。

平成29年1-3月期の鉱工業生産指数を大きく動かした品目(全体・業種別)

10

＜業種別＞

＜全体＞

(資料)経済産業省「鉱工業指数」より作成。

品目名 前期比(％) 寄与率(％)
1位 電子部品 5.7 113.3
2位 集積回路 6.4 105.0
3位 清涼飲料 8.8 73.3
1位 乗用車 －4.5 －179.5
2位 自動車部品 －2.6 －91.2
3位 その他の電気機械 －21.7 －39.1

鉱工業生産を上昇方向
に引っ張った3品目
鉱工業生産を低下方向
に引っ張った3品目

業種・品目名 前期比(％) 寄与率(％)
1位の業種 電子部品・デバイス工業 5.8 237.4

電子部品 5.7 113.3
集積回路 6.4 105.0

2位の業種 化学工業 1.6 102.2
医薬品 2.1 32.6
有機薬品 5.4 29.1

3位の業種 食料品・たばこ工業 2.0 58.3
清涼飲料 8.8 73.3
肉製品 2.8 6.1

1位の業種 輸送機械工業 －1.1 －105.2
乗用車 －4.5 －179.5
自動車部品 －2.6 －91.2

2位の業種 情報通信機械工業 －5.6 －70.3
通信機械 －11.7 －33.0
電子計算機 －4.7 －25.5

3位の業種 窯業・土石製品工業 －1.8 －28.4
ファインセラミックス －7.3 －31.6
陶磁器 －3.5 －3.6

鉱工業生産を低下方向へ
引っ張った3業種の中で
低下への影響度が大きい
2品目

品目

品目

品目

鉱工業生産を上昇方向へ
引っ張った3業種の中で
上昇への影響度が大きい
2品目

品目

品目

品目
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平成29年1-3月期の鉱工業生産前期比　財別・業種別の影響度合い

(資料)経済産業省「鉱工業指数」より作成。

寄与率：生産全体の変動に対して影響を及ぼした、財別・業種別の影響の度合い。全ての寄与率を足すと、当期が上昇なら100％、低下なら－100％
　　　　になる。

財別分類 解説 財別分類・業種名 前期比(％) 寄与率(％)
鉱工業用生産財 0.9 207.1
電子部品・デバイス工業 6.1 250.5
はん用・生産用・業務用機械工業 4.0 68.2

非耐久消費財 1.8 127.3
化学工業 1.8 64.4
食料品・たばこ工業 2.2 56.1

建設財 1.0 28.2
金属製品工業 3.4 38.3
石油・石炭製品工業 13.5 0.9

その他用生産財 －0.7 －13.4
その他工業 －0.6 －5.8
石油・石炭製品工業 －1.3 －4.9

資本財（除．輸送機械） －1.4 －111.4
情報通信機械工業 －11.0 －77.5
その他工業 －3.9 －6.5

耐久消費財 －2.3 －119.5
輸送機械工業 －3.9 －140.6
はん用・生産用・業務用機械工業 －8.2 －10.7

資本財（除．輸送機械） クレーンや金属工作機械など
設備投資に向けられる製品

耐久消費財 テレビや電気冷蔵庫など
家計で購入される製品

鉱工業用生産財 鉱工業製品の原材料として投入
される製品

非耐久消費財 食料品や衣料品など
家計で購入される製品

建設財 鉄骨やセメントなど
建設投資に向けられる製品

その他用生産財 鉱工業以外の製品の原材料とし
て投入される製品



(注)水色のシャドー部分は景気後退局面。

鉱工業出荷指数の動向
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(資料)経済産業省「鉱工業指数」より作成。

・平成29年1-3月期の鉱工業出荷指数は98.5(前期比-0.1％)と4期ぶりの低下。
・平成28年7-9月期の96.3以来の指数水準。
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国内向け／輸出向け出荷の動向

13
(資料)経済産業省「鉱工業指数」、「鉱工業出荷内訳表」より作成。

平成29年1-3月期の鉱工業出荷を国内向け／輸出向け別にみると、国内向けは97.4(前期比0.0％)
と横ばい、輸出向けは103.8(前期比1.0％)と3期連続の上昇。

・

(注)紫色のシャドー部分は景気後退局面。
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(資料)経済産業省「鉱工業指数」、「鉱工業出荷内訳表」より作成。
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・

鉱工業出荷前期比　国内向け／輸出向け別の影響度合い

平成29年1-3月期は、国内向け出荷が横ばい、輸出向け出荷が前期比上昇となった。
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国内向け出荷前期比　業種別の影響度合い

(注)主要業種とは、国内向け出荷(ウェイト8028.51)のうち、ウェイトが大きい5業種を選定。
　　具体的には、輸送機械工業(国内向け、ウェイト1658.38)、化学工業(同、同860.84)、はん用・生産用・業務用機械工業(同、同796.12)、石油・石炭製品工業(同、同574.89)、
    電子部品・デバイス工業(同、同457.59)の5業種。

・ 平成29年1-3月期の国内向け出荷を、主要業種別にみると、電子部品・デバイス工業などが上昇
したものの、はん用・生産用・業務用機械工業などは低下し、全体としては横ばい。

(資料)経済産業省「鉱工業出荷内訳表」より作成。
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輸出向け出荷前期比　業種別の影響度合い

(注)主要業種とは、輸出向け出荷(ウェイト1971.49)のうち、ウェイトが大きい業種(上位4業種)を選定。
　　具体的には、輸送機械工業(輸出向け、ウェイト560.52)、はん用・生産用・業務用機械工業(同、同289.48)電子部品・デバイス工業(同、同253.51)、化学工業(同、同180.06)
    の4業種。

(資料)経済産業省「鉱工業出荷内訳表」より作成。

・
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平成29年1-3月期の輸出向け出荷を、主要業種別にみると、輸送機械工業が低下したものの、は
ん用・生産用・業務用機械工業などが上昇。
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国内向け出荷前期比　財別の影響度合い

(資料)経済産業省「鉱工業出荷内訳表」より作成。

・

17

平成29年1-3月期の国内向け出荷を、財別にみると、資本財などが低下したものの、非耐久消費
財などは上昇し、全体としては横ばい。
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・ 平成29年1-3月期の輸出向け出荷を、財別にみると、耐久消費財などが低下したものの、生産財
などが上昇。

(資料)経済産業省「鉱工業出荷内訳表」より作成。

輸出向け出荷前期比　財別の影響度合い
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平成29年1-3月期の国内向け出荷前期比 財別・業種別の影響度合い
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寄与率：出荷全体の変動に対して影響を及ぼした、財別・業種別の影響の度合い。全ての寄与率を足すと、当期が上昇なら100％、低下なら－100％
　　　　になる。
(注)試算値。

(資料)経済産業省「鉱工業出荷内訳表」より作成。

前期比(％) 寄与率(％)
0.0 0.0
0.8 135.5

電子部品・デバイス工業 6.9 187.7
はん用・生産用・業務用機械工業 5.5 48.0

2.0 106.5
食料品・たばこ工業 4.0 89.5
繊維工業 9.2 11.7

-0.1 -2.5
鉄鋼業 -1.8 -5.9
電気機械工業 -4.5 -4.4

-3.3 -69.2
石油・石炭製品工業 -4.1 -50.7
プラスチック製品工業 -4.1 -7.1

-1.8 -92.1
輸送機械工業 -5.0 -194.6
はん用・生産用・業務用機械工業 -1.0 -0.9

-1.4 -100.4
はん用・生産用・業務用機械工業 -5.4 -204.8
情報通信機械工業 -15.0 -62.5

耐久消費財

資本財

非耐久消費財

建設財

その他用生産財

財別分類
鉱工業
鉱工業用生産財



寄与率：出荷全体の変動に対して影響を及ぼした、財別・業種別の影響の度合い。全ての寄与率を足すと、当期が上昇なら100％、低下なら－100％
　　　　になる。

平成29年1-3月期の輸出向け出荷前期比 財別・業種別の影響度合い

20
(資料)経済産業省「鉱工業出荷内訳表」より作成。
(注)試算値。

前期比(％) 寄与率(％)
1.0 98.6
4.4 86.1

はん用・生産用・業務用機械工業 8.0 85.0
電気機械工業 5.3 12.8

1.4 84.3
電子部品・デバイス工業 4.3 51.0
輸送機械工業 3.2 37.9

0.7 2.6
石油・石炭製品工業 2.6 4.6
化学工業 8.1 3.3

-0.9 -2.9
食料品・たばこ工業 -26.9 -14.6
パルプ・紙・紙加工品工業 -21.8 -1.4

-6.2 -11.5
プラスチック製品工業 -13.6 -7.7
鉄鋼業 -14.3 -5.1

-5.8 -78.3
輸送機械工業 -6.2 -69.7
情報通信機械工業 -7.3 -6.4

建設財

耐久消費財

鉱工業用生産財

その他用生産財

非耐久消費財

財別分類
鉱工業
資本財



・

21

輸出向け出荷前期比　地域別の影響度合い

(注)試算値。
(資料)経済産業省「鉱工業出荷内訳表」より作成。

平成29年1-3月期の輸出向け出荷を、地域別にみると、米国向けなどが低下したものの、その他
地域向けなどが上昇。
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その他地域向け

鉱工業出荷(輸出向け)

(期／年)

(季節調整済、前期比、％、％ポイント)



・

(資料)経済産業省「鉱工業総供給表」より作成。

内訳をみると、国産は97.5(前期比-0.1％)と4期ぶりの低下、輸入は116.9(前期比2.0％)と2期連
続の上昇。

鉱工業総供給指数の動向

22

(注)水色のシャドー部分は景気後退局面。

平成29年1-3月期の鉱工業総供給指数は101.7(前期比0.6％)と3期連続の上昇。・
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鉱工業総供給 国産 輸入(22年＝100、季節調整済)

(期／年)

東日本大震災発生 消費税率引上げ



(資料)経済産業省「鉱工業指数」より作成。

・平成28年7-9月期の109.9以来の指数水準。

23

(注)紫色のシャドー部分は景気後退局面。

鉱工業在庫指数の動向
・平成29年1-3月期の在庫指数は109.7(前期比2.2％)と4期ぶりの上昇。
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(資料)経済産業省「鉱工業指数」より作成。

鉱工業在庫率指数の動向
・平成29年1-3月期の在庫率指数は111.5(前期比1.6％)と4期ぶりの上昇。
・平成28年7-9月期の114.3以来の指数水準。

24

(注)水色のシャドー部分は景気後退局面。
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鉱工業の在庫循環図

25
(資料)経済産業省「鉱工業指数」より作成。
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26

第３次産業活動の動向



平成29年1-3月期の第３次産業活動指数の状況

27

指数水準 前期比(％) 指数の動き 過去の水準

第３次産業活動指数 103.9 -0.2 5期ぶりの低下     平成28年4-6月期の103.7以来

卸売業、小売業除く第３次産業活動指数 107.0 0.4 5期連続の上昇     平成22年基準で最高水準

広義対個人サービス 104.8 0.1 2期連続の上昇     平成28年1-3月期の105以来

広義非選択的個人サービス 107.2 -0.6 2期連続の低下     平成26年10-12月期の106.5以来

広義し好的対個人サービス 102.0 1.0 4期連続の上昇     平成27年1-3月期の102.3以来

広義対事業所サービス 102.8 -0.9 11期ぶりの低下     平成28年1-3月期の102.4以来

消費向けサービス 104.8 0.1 2期連続の上昇     平成28年1-3月期の105以来

投資向けサービス 100.1 -0.7 3期連続の低下     平成28年1-3月期の97.7以来

観光関連産業 108.2 2.1 2期連続の上昇     平成22年基準で最高水準

飲食関連産業 101.2 0.8 7期ぶりの上昇     平成27年10-12月期の101.7以来

製造業依存型サービス 93.7 -3.6 2期連続の低下     平成26年10-12月期の93.4以来

非製造業依存型サービス 106.3 0.6 2期連続の上昇     平成20年7-9月期の106.4以来

インフラ関連型サービス(試算値) 107.3 -0.7 3期ぶりの低下     平成28年4-6月期の107.2以来

財の取引仲介型サービス(試算値) 97.3 -1.2 2期連続の低下     平成26年10-12月期の96.7以来

生活関連型サービス(試算値) 108.4 1.2 2期ぶりの上昇     平成22年基準で最高水準

製造依存型／非製造依存型サービス活動

観光・飲食関連産業活動

形態別サービス活動

対個人／対事業所サービス活動

消費向け／投資向けサービス活動

指数名



(資料)経済産業省「第３次産業活動指数」より作成。

第３次産業活動指数前期比　業種別の影響度合い

28

・平成29年1-3月期の第３次産業活動指数は、事業者向け関連サービスなどが上昇したものの、卸
売業などが低下したため、前期比-0.2％の低下。
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事業者向け関連サービス

小売業

不動産業

医療，福祉

生活娯楽関連サービス

第３次産業総合

(期／年)

(季節調整済、前期比、％、％ポイント)



(資料)経済産業省「第３次産業活動指数」より作成。

卸売業、小売業を除いた第３次産業活動指数

29

(注)水色のシャドー部分は景気後退局面。

平成29年1-3月期の卸売業、小売業を除いた第３次産業活動指数は、107.0(前期比0.4％)と5期連
続の上昇。
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東日本大震災発生

消費税率引上げ



(資料)経済産業省「第３次産業活動指数」より作成。

30

寄与率：第３次産業全体の変動に対して影響を及ぼした、各業種の影響の度合い全業種の寄与率を足すと、当期が上昇なら100％、低下なら
        －100％になる。

第３次産業活動指数を大きく動かした個別系列

業種名 前期比 寄与率

１位の業種 卸売業 - 3.4% - 244.6%

鉱物・金属材料卸売業 - 8.4% - 92.4%

各種商品卸売業 - 9.8% - 86.8%

２位の業種 金融業，保険業 - 2.3% - 120.4%

生命保険業 - 6.5% - 73.2%

流通業務 - 19.6% - 71.3%

３位の業種 情報通信業 - 0.5% - 31.8%

ソフトウェア業 - 0.8% - 10.6%

１位の業種 事業者向け関連サービス 2.6% 101.1%

土木・建築サービス業 16.4% 88.1%

警備業 3.4% 11.3%

２位の業種 生活娯楽関連サービス 1.5% 87.3%

冠婚葬祭業 8.4% 26.3%

食堂，レストラン，専門店 0.8% 8.3%

３位の業種 医療，福祉 0.9% 67.9%

病院・一般診療所 0.4% 21.9%

○ 第３次産業総合を上昇方向へ
引っ張った３業種の中で

上昇への影響度が大きい内訳業種

内訳業種

内訳業種

内訳業種

内訳業種

内訳業種

内訳業種

○ 第３次産業総合を低下方向へ
引っ張った３業種の中で

低下への影響度が大きい内訳業種



31
(資料)経済産業省「第３次産業活動指数」より作成。
(注)紫色のシャドー部分は景気後退局面。

広義対個人サービス／広義対事業所サービス活動指数の動向
・平成29年1-3月期の広義対個人サービス活動指数は、104.8(前期比0.1％)と2期連続の上昇。
・広義対事業所サービス活動指数は、102.8(前期比-0.9％)と11期ぶりの低下。
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第３次産業総合前期比　広義対個人／広義対事業所サービスの影響度合い

32
(資料)経済産業省「第３次産業活動指数」より作成。

・ 平成29年1-3月期の第３次産業活動指数は、広義対個人サービスが上昇したものの、広義対事業
所サービスが低下。
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・非製造業依存型サービス活動指数は、106.3(前期比0.6％)と2期連続の上昇。

33
(資料)経済産業省「第３次産業活動指数」より作成。

(注)1.広義対事業所サービスの内訳系列を、産業連関表の製造業と非製造業の投入比率の大小により、「製造業依存型」と「非製造業依存型」の二つに分類している。
　　2.紫色のシャドー部分は景気後退局面。

製造業／非製造業依存型　事業所向けサービス活動指数の動向
・平成29年1-3月期の製造業依存型サービス活動指数は、93.7(前期比-3.6％)と2期連続の低下。
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広義対事業所向けサービス活動前期比
製造業／非製造業依存型事業所向けサービス別の影響度合い

・ 平成29年1-3月期の広義対事業所サービス活動指数は、非製造業依存型事業所向けサービスが上
昇したものの、製造業依存型事業所向けサービスは低下。
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(資料)経済産業省「第３次産業活動指数」より作成。

35

非選択的／し好的　個人向けサービス活動指数の動向
・平成29年1-3月期の広義非選択的個人向けサービス活動指数は、107.2(前期比-0.6％)と2期連続
の低下。

・広義し好的個人向けサービス活動指数は、102.0(前期比1.0％)と4期連続の上昇。

(注)水色のシャドー部分は景気後退局面。
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広義対個人サービス活動前期比
非選択的／し好的個人向けサービス別の影響度合い

(資料)経済産業省「第３次産業活動指数」より作成。

・ 平成29年1-3月期の広義対個人サービス活動指数は、広義非選択的個人向けサービスが低下した
ものの、広義し好的個人向けサービスが上昇。
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(資料)経済産業省「第３次産業活動指数」より作成。

広義対事業所サービス、し好的個人向けサービスを大きく動かした個別系列

37

業種名 前期比

鉱物・金属材料卸売業 - 8.4%
各種商品卸売業 - 9.8%
流通業務 - 19.6%
その他の卸売業 - 3.5%
化学製品卸売業 - 6.2%

建設コンサルタント 26.7%
電気機械器具卸売業 4.4%
食料・飲料卸売業 3.8%
測量 34.1%
金融仲介業務 0.9%

業種名 前期比

プロスポーツ（スポーツ系興行団） 180.1%
自動車整備業 6.0%
食堂，レストラン，専門店 0.8%
販売信用業務 2.5%
その他の小売業 0.6%

普通洗濯業 - 8.5%
飲食サービス業 - 3.9%
織物・衣服・身の回り品小売業 - 2.5%
マンション分譲（首都圏） - 6.0%
パチンコホール - 2.0%

○ 広義対事業所サービスを低下方向へ
引っ張った業種の中で

低下への影響度が大きい内訳業種

○ 広義対事業所サービスを上昇方向へ
引っ張った業種の中で

上昇への影響度が大きい内訳業種

○ し好的個人向けサービスを上昇方向へ
引っ張った業種の中で

上昇への影響度が大きい内訳業種

○ し好的個人向けサービスを低下方向へ
引っ張った業種の中で

低下への影響度が大きい内訳業種



38

・投資向けサービス活動指数は、100.1(前期比-0.7％)と3期連続の低下。

(資料)経済産業省「第３次産業活動指数」より作成。

(注)1.消費向けサービス活動指数は、非製造業から供給される個人消費関連のサービス(小売業や娯楽業など)の動きを表す系列。
      投資向けサービス活動指数は、非製造業から供給される民間企業設備関連のサービス(ソフトウェア開発、機械器具卸売業など)の動きを表す系列。
　　2.紫色のシャドー部分は景気後退局面。

消費向け／投資向けサービス活動指数の動向
・平成29年1-3月期の消費向けサービス活動指数は、104.8(前期比0.1％)と2期連続の上昇。

104.8

100.1

96

98

100

102

104

106

108

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ

23 24 25 26 27 28 29

第３次産業総合 消費向け 投資向け(22年＝100、季節調整済)

(期／年)

東日本大震災発生 消費税率引上げ



39

観光関連産業活動指数、飲食関連産業活動指数の動向
・平成29年1-3月期の観光関連産業活動指数は、108.2(前期比2.1％)と2期連続の上昇。

(資料)経済産業省「第３次産業活動指数」より作成。

・飲食関連産業活動指数は、101.2(前期比0.8％)と7期ぶりの上昇。

(注)1.観光関連産業活動指数には、鉄道、バス、タクシー、飛行機、船舶等の旅客運送業、道路施設提供業(高速道路)、旅館、ホテル等の宿泊業、旅行業、遊園地・テーマパークが含まれる。
      飲食関連産業活動指数には、デパート等の各種商品小売業(飲食料品部門)、飲食料品小売業、食堂,レストランやファーストフード等の飲食店,飲食サービス業が含まれる。
　　2.水色のシャドー部分は景気後退局面。
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(資料)経済産業省「第３次産業活動指数」より作成。

(注)1.インフラ型サービス活動指数、財の取引仲介型サービス活動指数、生活関連型サービス活動指数は、それぞれ下記大分類業種の季節調整済指数を各ウェイトで加重平均して算出した
　　　試算値。なお、第３次産業活動指数の11ある大分類業種のうち「事業者向け関連サービス」は、この３つの試算値には含めていない。
　　　・インフラ型サービス活動指数：電気・ガス・熱供給・水道業、情報通信業、運輸業，郵便業、金融業，保険業
　　　・財の取引仲介型サービス活動指数：卸売業、物品賃貸業(自転車賃貸業を含む)、小売業、不動産業
　　　・生活関連型サービス活動指数：医療，福祉、生活娯楽関連サービス
　　2.水色のシャドー部分は景気後退局面。

・生活関連型サービス活動指数(試算値)は、108.4(前期比1.2％)と2期ぶりの上昇。

形態別にみたサービス活動指数の動向
・平成29年1-3月期のインフラ型サービス活動指数(試算値)は、107.3(前期比-0.7％)と3期ぶりの低下。

・財の取引仲介型サービス活動指数(試算値)は、97.3(前期比-1.2％)と2期連続の低下。
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(資料)経済産業省「第３次産業活動指数」より作成。

インフラ型サービス活動指数(試算値)　業種別の影響度合い
・平成29年1-3月期のインフラ型サービス活動指数(試算値)は、運輸業，郵便業が上昇したもの
の、金融業，保険業などが低下。
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(資料)経済産業省「第３次産業活動指数」より作成。
(注)紫色のシャドー部分は景気後退局面。

業種別にみたインフラ型サービス活動の動向

42
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(資料)経済産業省「第３次産業活動指数」より作成。
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・平成29年1-3月期の財の取引仲介型サービス活動指数(試算値)は、小売業などが上昇したもの
の、卸売業などが低下。

財の取引仲介型サービス活動指数(試算値)　業種別の影響度合い
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(資料)経済産業省「第３次産業活動指数」より作成。
(注)水色のシャドー部分は景気後退局面。
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業種別にみた財の取引仲介型サービス活動の動向
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(資料)経済産業省「第３次産業活動指数」より作成。

生活関連型サービス活動指数(試算値)　業種別の影響度合い

45

・平成29年1-3月期の生活関連型サービス活動指数(試算値)は、医療，福祉、生活娯楽関連サービ
スともに上昇。
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(資料)経済産業省「第３次産業活動指数」より作成。
(注)紫色のシャドー部分は景気後退局面。
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業種別にみた生活関連型サービス活動の動向
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建設業活動の動向

47



(資料)経済産業省「全産業活動指数」より作成。
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建設業活動指数前期比　部門別の影響度合い
平成29年1-3月期の建設業活動指数は民間住宅が低下したものの、民間企業設備（非住宅＋土
木）などが上昇したため、前期比0.5％の上昇。

・
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http://www.meti.go.jp/statistics/toppage/report
/minikeizai/kako/20170510minikeizai.html 
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http://www.meti.go.jp/statistics/toppage/report/minikeizai/kako/20170510minikeizai.html
http://www.meti.go.jp/statistics/toppage/report/minikeizai/kako/20170510minikeizai.html


鉱 工 業 指 数 参 考 図 表 集
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URL : http://www.meti.go.jp/statistics/tyo/iip/result-1.html

( 平 成 29 年 4 月 速 報 )

経済解析室



平成29年4月の鉱工業指数(速報)各指数の状況
生産・出荷・在庫・在庫率指数

1

月次 生　　産 出　　荷 在　　庫 在　庫　率

季調済指数 103.8 101.1 111.3 114.7
前月比 4.0％ 2.7％ 1.5％ 2.9％

指数水準
H20.10 107.4以来 H26.3 101.5以来 H28.6 112.4以来 H28.7 116.1以来

ⅠH20.2   117.3 ⅠH20.1,2 118.2 ⅠH20.12  119.8 ⅠH21.2   155.6
ⅡH20.1   117.0 ⅡH20.3   118.1 ⅡH21.1   119.5 ⅡH21.1   150.2
ⅢH20.3   116.2 ⅢH20.5   116.4 ⅢH20.11  119.1 ⅢH21.3   146.3

前月比の動き
２か月ぶり＋ ２か月ぶり＋ ５か月連続＋ ２か月連続＋
(H29.2以来) (H29.2以来) (H28.12～当月) (H29.3～当月)

前月比幅
H23.6 4.2%以来 H27.1 3.5%以来     H29.3 1.5%以来 H27.8 3.2%以来

(超)H28.3 1.6%以来

ⅠH23.5    6.8% ⅠH23.6    8.0% ⅠH23.5        4.7% ⅠH20.11  13.2%
ⅡH21.4    4.4% ⅡH23.5    5.6% ⅡH24.3        2.5% ⅡH20.12   9.9%
ⅢH23.6    4.2% ⅢH22.1    4.3% ⅢH22.12,H23.4 2.3% ⅢH21.1    9.8%

前年同月比（原指数） 5.7％ 4.9％ -1.1％ -1.1％
前年同月比の動き

６か月連続＋ ６か月連続＋ １１か月連続－ ６か月連続－
(H28.11～当月) (H28.11～当月) (H28.6～当月) (H28.11～当月)

前年同月比幅
H26.3 7.4%以来 H28.11 5.0%以来 H29.3 -4.0%以来 H29.3 -5.1%以来

ⅠH22.3   29.2% ⅠH22.3   28.4% ①H21.12 -17.6% ①H22.2  -34.0%
ⅡH22.2   28.8% ⅡH22.2   27.0% ②H22.1  -16.8% ②H22.3  -33.8%
ⅢH22.4   23.8% ⅢH22.4   25.4% ③H21.11 -16.4% ③H22.1  -32.1%

（注）　Ⅰ～Ⅲは22年基準における最大値から上位３位まで、①～③は最小値から下位３位までの数値



2

・平成29年4月の鉱工業生産指数は、103.8(前月比4.0％)と2か月ぶりの上昇。
・平成20年10月の107.4以来の指数水準。

鉱工業生産指数の動向

(注)1.鉱工業指数(IIP)とは、月々の鉱工業の生産、出荷、在庫等を基準年(現在は、平成22年)の12か月平均＝100として指数化したもので、事業所の生産活動、製品の需給動向など
　　　鉱工業全体の動きを示す代表的な指標。
　　2.水色のシャドー部分は、景気後退局面。
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平成29年4月の鉱工業生産の基調判断

3

（平成２２年＝１００、季節調整済） （平成２２年＝１００、季節調整済）

　 指数
前期比
（％）

指数
前月比
（％）

平成２８年 Ⅰ期 96.2 -0.9 平成２７年 ５月 98.0 0.1
Ⅱ期 96.5 0.3 ６月 97.5 -0.5
Ⅲ期 98.0 1.6 ７月 97.5 0.0
Ⅳ期 99.8 1.8 ８月 97.0 -0.5

平成２９年 Ⅰ期 100.0 0.2 ９月 97.3 0.3
Ⅱ期 (102.7) (2.7) １０月 97.4 0.1

１１月 97.1 -0.3
１２月 96.7 -0.4

平成２８年 １月 96.1 -0.6
２月 96.2 0.1
３月 96.2 0.0
４月 96.3 0.1
５月 96.5 0.2
６月 96.5 0.0
７月 97.4 0.9
８月 98.0 0.6
９月 98.6 0.6

１０月 99.1 0.5
１１月 99.8 0.7
１２月 99.7 -0.1

平成２９年 １月 100.3 0.6
２月 100.0 -0.3
３月 101.8 1.8
４月 (101.6) (▲ 0.2)

　 ５月 (102.7) (1.1)

鉱工業生産指数
四半期ベース 月次（３か月移動平均値）ベース

（注）

上記の平成２９年Ⅱ期の（ ）及び

右表の平成２９年４月、５月の（ ）

内の数字は、製造工業生産予測指

数の伸び率をそのまま鉱工業生産

指数の最新月に適用して、機械的

に計算したものである。製造工業

生産予測指数は、鉱工業指数の対

象のうち一部の企業に対して、今

後の生産計画を調査したもの

「生産は持ち直しの動き」

基調判断の推移

・平成２６年１２月～平成２７年４月
「生産は緩やかな持ち直しの動き」

・平成２７年５月～７月
「生産は一進一退」

・平成２７年８月
「生産は弱含み」

・平成２７年９月～平成２８年５月
「生産は一進一退」

・平成２８年６月、７月
「生産は一進一退だが、一部に持ち直し」

・平成２８年８月～１０月
「生産は緩やかな持ち直しの動き」

・平成２８年１１月～
「生産は持ち直しの動き」



参考：鉱工業生産指数（３か月移動平均値）の動向

4
(注)紫色のシャドー部分は、景気後退局面。
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寄与率：生産全体の変動に対して影響を及ぼした、各品目の影響の度合い。全93業種の寄与率を足すと、当月が上昇なら100％、低下なら－100％
        になる。
(注)全体の各品目は、個別品目ではなく、個別品目を統合した分類によるもの。

平成29年4月の鉱工業生産指数を大きく動かした品目(業種別)

5

業種・品目名 前月比 寄与率
1位の業種 輸送機械工業 10.8% 53.5%

乗用車 14.9% 28.1%
自動車部品 11.1% 19.4%

2位の業種 はん用・生産用・業務用機械工業 9.2% 33.4%
土木建設機械 12.6% 5.2%
半導体・フラットパネル製造装置 8.8% 4.0%

3位の業種 電子部品・デバイス工業 5.2% 11.1%
集積回路 10.8% 8.7%
電子部品 3.5% 3.7%

1位の業種 情報通信機械工業 －1.3% －0.8%
通信機械 －10.0% －1.4%
その他の情報通信機械 －16.7% －0.7%

2位の業種 パルプ・紙・紙加工品工業 －1.0% －0.5%
紙 －2.0% －0.3%
板紙 －0.4% 0.0%

3位の業種 石油・石炭製品工業 －1.1% －0.4%
石油製品 －1.9% －0.7%
石炭製品 －0.8% 0.0%

鉱工業生産を低下方向へ
引っ張った3業種の中で
低下への影響度が大きい
2品目

品目

品目

品目

鉱工業生産を上昇方向へ
引っ張った3業種の中で
上昇への影響度が大きい
2品目

品目

品目

品目



＜全体＞

＜財別＝用途別＞

(注)全体の各品目は、個別品目ではなく、個別品目を統合した分類によるもの。

6

平成29年4月の鉱工業生産指数を大きく動かした品目(全体・財別)

寄与率：生産全体の変動に対して影響を及ぼした、各品目の影響の度合い。全93業種の寄与率を足すと、当月が上昇なら100％、低下なら－100％
        になる。

品目名 前月比 寄与率
1位 乗用車 14.9% 28.1%
2位 自動車部品 11.1% 19.4%
3位 集積回路 10.8% 8.7%
1位 生活関連産業用機械 －14.3% －2.1%
2位 通信機械 －10.0% －1.4%
3位 建設用金属製品 －7.1% －1.4%

鉱工業生産を上昇方向
に引っ張った3品目
鉱工業生産を低下方向
に引っ張った3品目

解説 品目名 前月比 寄与率
生産財 2.9% 36.6%
シャシー・車体部品 22.1% 8.0%
アクティブ型液晶素子（中・小型） 22.0% 6.0%
資本財（除．輸送機械） 7.5% 28.5%
ショベル系掘削機械 15.2% 4.8%
フラットパネル・ディスプレイ製造装置 25.5% 1.9%
耐久消費財 8.1% 20.9%
普通乗用車 17.6% 21.2%
小型乗用車 7.6% 2.2%
非耐久消費財 1.0% 3.7%
クレンジングクリーム 37.8% 1.9%
合成洗剤 7.1% 1.2%
建設財 2.2% 3.0%
プラスチック製パイプ 19.4% 0.6%
ガス風呂がま 7.8% 0.5%

　非耐久消費財 食料品や衣料品など
家計で購入される製品

　建設財 鉄骨やセメントなど
建設投資に向けられる製品

　生産財 原材料として投入される製品

　資本財
　（除．輸送機械）

クレーンや金属工作機械など
設備投資に向けられる製品

　耐久消費財 テレビや電気冷蔵庫など
家計で購入される製品



・

7

鉱工業生産前月比　業種別の影響度合い
平成29年4月の生産指数は、情報通信機械工業が低下したものの、輸送機械工業などが上昇した
ため、前月比4.0％の上昇。
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・平成29年4月の鉱工業出荷指数は、101.1(前月比2.7％)と2か月ぶりの上昇。

鉱工業出荷指数の動向

(注)水色のシャドー部分は、景気後退局面。

・平成26年3月の101.5以来の指数水準。
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(注)紫色のシャドー部分は、景気後退局面。

財別出荷指数の動向
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寄与率：出荷全体の変動に対して影響を及ぼした、財別の影響の度合い。全ての寄与率を足すと、当月が上昇なら100％、低下なら－100％
　　　　になる。

10

平成29年4月の鉱工業出荷指数を大きく動かした品目(財別)

解説 品目名 前月比 寄与率

生産財 2.2% 41.0%

アクティブ型液晶素子（中・小型） 20.4% 10.9%

シャシー・車体部品 18.4% 9.6%

耐久消費財 7.6% 36.1%

普通乗用車 4.7% 11.9%

携帯電話 58.9% 7.0%

資本財（除．輸送機械） 7.1% 34.0%

ショベル系掘削機械 16.7% 8.9%

一般用蒸気タービン 838.9% 8.7%

非耐久消費財 2.5% 10.8%

美容液 25.1% 2.4%

合成洗剤 6.9% 1.1%

建設財 2.9% 5.7%

プラスチック製パイプ 21.9% 0.7%

Ｈ形鋼 12.2% 0.7%

　非耐久消費財 食料品や衣料品など
家計で購入される製品

　建設財 鉄骨やセメントなど
建設投資に向けられる製品

　生産財 原材料として投入される製品

　耐久消費財 テレビや電気冷蔵庫など
家計で購入される製品

　資本財 クレーンや金属工作機械など
設備投資に向けられる製品



11
(注)水色のシャドー部分は、景気後退局面。

鉱工業在庫指数の動向
・平成29年4月の在庫指数は、111.3(前月比1.5％)と5か月連続の上昇。
・平成28年6月の112.4以来の指数水準。
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12
(注)紫色のシャドー部分は、景気後退局面。

鉱工業在庫率指数の動向
・平成29年4月の在庫率指数は、114.7(前月比2.9％)と2か月連続の上昇。
・平成28年7月の116.1以来の指数水準。
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（注）「２９Ⅱ速」の生産は４月の値、在庫は４月末の値を使用。

鉱工業の在庫循環図
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２ヶ月の生産予測伸び率（製造工業生産予測指数）
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平成29年4月の

国内向け／輸出向け出荷の動向

図 表 集

平 成 29 年 6 月 7 日

経済解析室
URL : http://www.meti.go.jp/statistics/tyo/utiwake/result-1.html



(注)水色のシャドー部分は景気後退局面。

鉱工業出荷指数の動向
・平成29年4月の鉱工業出荷指数は101.1(前月比2.7％)と2か月ぶりの上昇。
・平成26年3月の101.5以来の指数水準。
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財別出荷指数の動向

(注)紫色のシャドー部分は、景気後退局面。
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平成29年4月の鉱工業出荷内訳表の状況
出荷・国内向け出荷・輸出向け出荷

出荷内訳表の総括表を貼り付け

3

月次 出　　荷 輸　　出 国　　内

季調済指数 101.1 100.5 101.4
前月比 2.7％ －4.6％ 4.6％

指数水準
H26.3 101.5以来 H29.1 98.9以来 H26.3 103.2以来

ⅠH20.1,2 118.2 ①H21.2    67.0 ⅠH20.1   118.3
ⅡH20.3   118.1 ②H21.3    69.0 ⅡH20.3   118.2
ⅢH20.5   116.4 ③H21.1    70.9 ⅢH20.2   118.1

前月比の動き
２か月ぶり＋ ２か月連続－ ２か月ぶり＋
(H29.2以来) (H29.3～当月) (H29.2以来)

前月比幅
H27.1 3.5%以来 H29.1 －7.4%以来 H23.6 8.5%以来

ⅠH23.6    8.0% ①H20.11 －12.8% ⅠH23.6    8.5%
ⅡH23.5    5.6% ②H20.12 －11.7% ⅡH23.5    7.0%
ⅢH22.1    4.3% ③H21.1  －11.0% ⅢH29.4    4.6%

（注）　Ⅰ～Ⅲは22年基準における最大値から上位３位まで、①～③は最小値から下位３位までの数値



平成29年4月の鉱工業出荷を国内向け／輸出向け別にみると、国内向けは101.4(前月比4.6％)と2
か月ぶりの上昇、輸出向けは100.5(前月比-4.6％)と2か月連続の低下。

・

(注)水色のシャドー部分は景気後退局面。

国内向け／輸出向け出荷の動向
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鉱工業出荷前月比　国内向け／輸出向け別の影響度合い
・

5

平成29年4月の鉱工業出荷は輸出向けは低下したものの、国内向けは上昇したため、前月比
2.7％の上昇。
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主要４業種、財の出荷前月比　国内／輸出向け出荷の影響度合い

6

業種別分類
出荷前月比

（％）
国内寄与度
（％ポイント）

輸出寄与度
（％ポイント）

輸送機械工業 5.4 7.46 -1.61

はん用・生産用・
業務用機械工業 10.3 9.16 -0.36

電子部品・デバイス工業 3.8 3.69 -0.16

化学工業（医薬品除く） 0.1 -0.51 1.06

出荷前月比
（％）

国内寄与度
（％ポイント）

輸出寄与度
（％ポイント）

2.4 3.34 -0.99

7.1 6.61 -0.94

2.9 2.32 0.10

7.6 7.61 -0.32

      耐久消費財のうち
  乗用車・二輪車 6.8 6.54 0.02

2.5 3.51 -1.06非耐久消費財

財別分類

鉱工業生産財

資本財（輸送機械除く）

建設財

耐久消費財



・平成26年3月の103.2以来の指数水準。

国内向け出荷指数の動向

(注)紫色のシャドー部分は景気後退局面。

・平成29年4月の国内向け出荷指数は101.4(前月比4.6％)と2か月ぶりの上昇。
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・ 平成29年4月の国内向け出荷を、主要業種別にみると、石油・石炭製品工業などが低下したもの
の、輸送機械工業などが上昇。

(注)主要業種とは、国内向け出荷(ウエイト8028.51)のうち、ウエイトが大きい5業種を選定。
　　具体的には、輸送機械工業(国内向け、ウエイト1658.38)、はん用・生産用・業務用機械工業(同、同796.12)、化学工業（除．医薬品）(同、同717.06)、石油・石炭製品工業(同、同
　　574.89)、電子部品・デバイス工業(同、同457.59)。

国内向け出荷前月比　業種別の影響度合い
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国内向け出荷前月比　財別の影響度合い

・

9

平成29年4月の国内向け出荷を、財別にみると、生産財などが上昇。
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平成29年4月の国内向け出荷前月比　財別・業種別の影響度合い

10

寄与率：出荷全体の変動に対して影響を及ぼした、財別・業種別の影響の度合い。全ての寄与率を足すと、当月が上昇なら100％、低下なら-100％
　　　　になる。
(注)医薬品については、実績データではなく、暫定的な推計値を投入して、寄与を計算している。

4.6 133.8
4.6 56.4

輸送機械工業 17.9 34.5
電子部品・デバイス工業 5.2 11.1

7.7 39.2
はん用・生産用・業務用機械工業 15.0 37.5
輸送機械工業 8.1 12.0

9.5 35.9
輸送機械工業 9.3 25.8
情報通信機械工業 20.3 8.6

3.7 15.4
化学工業（注） 3.3 4.6
その他工業 34.4 1.4

2.5 4.5
金属製品工業 1.2 1.0
鉄鋼業 3.6 0.8

2.0 3.0
石油・石炭製品工業 1.2 1.1
化学工業（注） 341.3 0.8

財別分類 前月比(％) 寄与率(％)

建設財

その他用生産財

資本財

耐久消費財

非耐久消費財

鉱工業
鉱工業用生産財



輸出向け出荷指数の動向
・平成29年4月の輸出向け出荷指数は100.5(前月比-4.6％)と2か月連続の低下。
・平成29年1月の98.9以来の指数水準。

(注)水色のシャドー部分は景気後退局面。
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輸出向け出荷前月比　業種別の影響度合い
・ 平成29年4月の輸出向け出荷を、主要業種別にみると、化学工業（除．医薬品）が上昇したもの

の、輸送機械工業などが低下。

(注)主要業種とは、輸出向け出荷(ウエイト1971.49)のうち、ウエイトが大きい業種(上位4業種)を選定。
　　具体的には、輸送機械工業(輸出向け、ウエイト560.52)、 はん用・生産用・業務用機械工業(同、同289.48)電子部品・デバイス工業(同、同253.51)、化学工業(同、同166.14)
    の4業種。
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・

13

輸出向け出荷前月比　財別の影響度合い

平成29年4月の輸出向け出荷を、財別にみると、建設財が上昇したものの、生産財などが低下。
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14

平成29年4月の輸出向け出荷前月比　財別・業種別の影響度合い

寄与率：出荷全体の変動に対して影響を及ぼした、財別・業種別の影響の度合い。全ての寄与率を足すと、当月が上昇なら100％、低下なら-100％
　　　　になる。
(注)試算値。

-4.6 -35.8
-3.7 -16.7

輸送機械工業 -7.2 -6.8
非鉄金属工業 -14.1 -5.2

-4.7 -7.4
輸送機械工業 -9.1 -4.0
非鉄金属工業 -66.6 -1.9

-24.5 -6.2
石油・石炭製品工業 -43.6 -5.4
その他工業 -5.7 -0.3

-18.1 -4.6
その他工業 -57.2 -2.2
化学工業 -9.4 -1.3

-1.6 -1.5
輸送機械工業 -2.1 -1.7
その他工業 -15.1 -0.9

1.5 0.2
プラスチック製品工業 23.9 0.8
その他工業 31.3 0.0

財別分類 前月比(％) 寄与率(％)

耐久消費財

建設財

資本財

その他用生産財

非耐久消費財

鉱工業
鉱工業用生産財



欧米向け出荷指数の動向

(注)紫色のシャドー部分は、景気後退局面。

15

120.9

111.3

70

80

90

100

110

120

130

140

1 3 5 7 9 11 1 3 5 7 9 11 1 3 5 7 9 11 1 3 5 7 9 11 1 3 5 7 9 11 1 3 5 7 9 11 1 3

23 24 25 26 27 28 29

輸出向け出荷 米国向け 欧州向け(22年＝100、季節調整済)

(月／年)

東日本大震災発生

消費税率引上げ



アジア向け出荷指数の動向

(注)水色のシャドー部分は、景気後退局面。
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・

(注)試算値。

17

輸出向け出荷前月比　地域別の影響度合い

平成29年4月の輸出向け出荷を、地域別にみると、その他地域向けなどが低下。
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主要４業種、財の出荷前月比　米国／中国向け出荷の影響度合い

（注）米国と中国以外の地域への輸出も相当量あることから、米国向け出荷と中国向け出荷の寄与度を合計しても輸出向け出荷の前月比になるわけではない。
      それぞれの寄与度は、輸出向け出荷全体に対する米国向け出荷と中国向け出荷の影響度合いの目安として示している。

18

業種別分類
輸出向け出荷

前月比
（％）

米国向け
寄与度

（％ポイント）

中国向け
寄与度

（％ポイント）

輸送機械工業 -6.1 -10.84 0.86

はん用・生産用・
業務用機械工業 -1.3 -5.03 15.12

電子部品・デバイス工業 -0.5 -4.44 4.31

化学工業（医薬品除く） 5.1 -3.12 28.65

輸出向け出荷
前月比
（％）

米国向け
寄与度

（％ポイント）

中国向け
寄与度

（％ポイント）

-3.7 -4.33 0.76

-3.9 -3.07 1.92

1.5 -12.21 -1.58

-1.6 -4.41 -1.18

      耐久消費財のうち
  乗用車・二輪車 0.1 -6.69 5.61

-18.1 -12.29 -44.03

鉱工業生産財

資本財（輸送機械除く）

建設財

耐久消費財

非耐久消費財

財別分類



平成29年4月の鉱工業総供給表の状況
総供給・国産品供給・輸入品供給

総供給表の総括表を貼り付け

19

月次 総　供　給 国　　産 輸　　入

季調済指数 105.3 101.4 118.9
前月比 3.3％ 4.5％ －1.2％

指数水準
H26.3 107.3以来 H26.3 103.2以来 H29.2 113.8以来

ⅠH20.3   117.5 ⅠH20.1   118.8 ①H21.2    81.7
ⅡH20.2   117.4 ⅡH20.2,3 118.5 ②H21.5    82.3
ⅢH20.1   116.6 ⅢH20.5   117.3 ③H21.3    85.2

前月比の動き
２か月ぶり＋ ２か月ぶり＋ ２か月ぶり－
(H29.2以来) (H29.2以来) (H29.2以来)

前月比幅
H26.9 3.4%以来 H23.6 8.5%以来 H29.2 －2.5%以来

ⅠH23.6    6.0% ⅠH23.6    8.5% ①H21.2      －11.9%
ⅡH23.5    5.2% ⅡH23.5    7.2% ②H21.10      －8.3%
ⅢH24.12   4.3% ⅢH29.4    4.5% ③H21.5,H26.4 －7.7%

（注）　Ⅰ～Ⅲは22年基準における最大値から上位３位まで、①～③は最小値から下位３位までの数値



鉱工業総供給指数の動向

20

内訳をみると、国産は101.4(前月比4.5％)と2か月ぶりの上昇、輸入は118.9(前月比-1.2％)と2
か月ぶりの低下。

・

平成29年4月の鉱工業総供給指数は105.3(前月比3.3％)と2か月ぶりの上昇。・

(注)紫色のシャドー部分は景気後退局面。
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21
(注)水色のシャドー部分は景気後退局面。

輸入品供給指数の動向
・平成29年4月の輸入品供給指数は118.9(前月比-1.2％)と2か月ぶりの低下。
・平成29年2月の113.8以来の指数水準。
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サ ー ビ ス 産 業 活 動 図 表 集

平 成 29 年 6 月 9 日

URL:http://www.meti.go.jp/statistics/tyo/sanzi/result-1.html

平成29年4月の第３次産業活動指数の状況



平成29年4月の第３次産業活動指数の状況

1

（注）Ⅰ～Ⅲは平成22年基準における最大値から上位３位まで、①～③は最小値から下位３位までの数値 

月次(平成29年4月分) 第３次産業総合 広義対個人サービス 広義対事業所サービス

季調済指数 104.8 105.7 104.2

前月比 1.2％ 1.8％ 0.7％

指数水準 22年基準 第2位
26年 3月 105.5以来 26年 3月 107.1以来 20年12月 104.6以来

I 20年 3月 106.7 I 26年 3月 107.1 I 20年 3月 113.8
II 26年 3月 105.5 II 29年 4月 105.7 II 20年 2月 111.3
III 20年 2月 105.3 III 27年10月 105.6 III 20年 4月 111.0

前月比の動き 5か月ぶり＋ 2か月ぶり＋ 2か月連続＋
(28年11月以来) (29年 2月以来) (29年 3月以降)

前月比幅 22年基準 第3位
26年 3月 2.1％以来 26年 3月 2.6％以来 29年 3月 1.1％以来

I 26年 3月 2.1％ I 23年 4月 3.2％ I 22年 1月 2.4％
II 23年 4月 1.8％ II 26年 3月 2.6％ II 20年 3月 2.2％
II 23年 6月 1.8％ III 29年 4月 1.8％ III 28年 4月 1.7％

原指数　前年同月比 0.6％ 0.9％ 0.4％

前年同月比の動き 2か月連続＋ 3か月ぶり＋ 2か月連続＋
(29年 3月以降) (29年 1月以来) (29年 3月以降)

前年同月比幅 29年 1月 0.7％以来 28年 2月 2.7％以来 29年 3月 1.2％以来

I 24年 3月 4.7％ I 24年 3月 7.4％ I 24年 5月 4.1％
II 24年 5月 4.0％ II 24年 4月 4.6％ II 26年 3月 3.3％
III 24年 4月 3.3％ III 24年 5月 3.8％ III 27年 4月 3.1％



2

・平成29年4月の第３次産業活動指数は、104.8(前月比1.2％)と5か月ぶりの上昇。

・平成26年3月の105.5以来の指数水準。

第３次産業活動指数の動向

(注)水色のシャドー部分は景気後退局面。
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平成２９年４月 

「第３次産業活動は横ばい」 

基調判断の推移 

・平成２７年１月～４月  

  「持ち直している」 

・平成２７年５月～６月 

  「足踏みがみられる」 

・平成２７年７月～９月 

  「横ばい傾向」 

・平成２７年１０月 

  「持ち直しの動きがみられる」 

・平成２７年１１月 

  「一進一退」 

・平成２７年１２月～２８年３月 

  「一進一退ながら一部に弱さがみられる」 

・平成２８年４月～２８年１０月 

  「一進一退」 
 
・平成２８年１１月～  
  「横ばい」     
     （２７年１月より基調判断を実施） 

（平成22年=100、季節調整済）

前期比(％) 前月比(％) 前月比(％)
27年 Ⅰ期 103.1 0.9 27年  1月 103.0 0.5 102.5 0.3

Ⅱ期 103.3 0.2  2月 103.1 0.1 102.9 0.4
Ⅲ期 103.4 0.1  3月 103.2 0.1 103.1 0.2
Ⅳ期 103.3 -0.1  4月 103.4 0.2 103.2 0.1

28年 Ⅰ期 103.7 0.4  5月 103.1 -0.3 103.2 0.0
Ⅱ期 103.7 0.0  6月 103.3 0.2 103.3 0.1
Ⅲ期 104.0 0.3  7月 103.4 0.1 103.3 0.0
Ⅳ期 104.1 0.1  8月 103.6 0.2 103.4 0.1

29年 Ⅰ期 103.8 -0.3  9月 103.2 -0.4 103.4 0.0

 10月 103.8 0.6 103.5 0.1
 11月 103.2 -0.6 103.4 -0.1
 12月 102.8 -0.4 103.3 -0.1

28年  1月 103.7 0.9 103.2 -0.1
 2月 103.9 0.2 103.5 0.3
 3月 103.6 -0.3 103.7 0.2
 4月 103.9 0.3 103.8 0.1
 5月 103.4 -0.5 103.6 -0.2
 6月 103.9 0.5 103.7 0.1
 7月 104.0 0.1 103.8 0.1
 8月 104.1 0.1 104.0 0.2
9月 103.9 -0.2 104.0 0.0

10月 104.0 0.1 104.0 0.0
11月 104.2 0.2 104.0 0.0

 12月 104.1 -0.1 104.1 0.1
29年  1月 104.0 -0.1 104.1 0.0

 2月 103.9 -0.1 104.0 -0.1
 3月 103.6 -0.3 103.8 -0.2
 4月 104.8 1.2 104.1 0.3

後方３か月
移動平均

第３次産業
総合

第３次産業
総合



卸売業、小売業を除いた第３次産業活動指数

4

平成29年4月の卸売業、小売業を除いた第３次産業活動指数は、107.9(前月比1.7％)と2か月ぶ
りの上昇。

・

(注)水色のシャドー部分は景気後退局面。

・平成22年基準で最高水準。
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平成29年4月の第３次産業活動指数は、運輸業，郵便業などが低下したものの、情報通信業など
が上昇したため、前月比1.2％の上昇。

・

第３次産業活動指数前月比　業種別の影響度合い
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第３次産業活動指数を大きく動かした個別系列

寄与率：第３次産業全体の変動に対して影響を及ぼした、各業種の影響の度合い全業種の寄与率を足すと、当月が上昇なら100%、低下なら
        -100%になる。

6

業種名 前月比 寄与率

１位の業種 情報通信業 3.6% 33.5%

ソフトウェア業 7.4% 16.5%

情報処理・提供サービス業 2.4% 4.1%

２位の業種 金融業，保険業 3.9% 33.2%

金融決済業務 1.9% 3.5%

３位の業種 生活娯楽関連サービス 2.3% 21.3%

プロスポーツ（スポーツ系興行団） 67.7% 17.1%

ホテル 11.5% 7.1%

１位の業種 運輸業，郵便業 - 0.8% - 7.2%

郵便業（信書便事業を含む） - 4.5% - 2.0%

２位の業種 電気・ガス・熱供給・水道業 - 2.4% - 5.7%

電気業 - 2.0% - 2.4%

３位の業種 物品賃貸業（自動車賃貸業を含む） - 0.3% - 0.7%

内訳業種

内訳業種

内訳業種

○ 第３次産業総合を上昇方向へ
引っ張った３業種の中で

上昇への影響度が大きい内訳業種

○ 第３次産業総合を低下方向へ
引っ張った３業種の中で

低下への影響度が大きい内訳業種

内訳業種

内訳業種

内訳業種



　

7

広義対個人サービス／広義対事業所サービス活動指数の動向

・平成29年4月の広義対個人サービス活動指数は、105.7(前月比1.8％)と2か月ぶりの上昇。

・広義対事業所サービス活動指数は、104.2(前月比0.7％)と2か月連続の上昇。

(注)水色のシャドー部分は景気後退局面。
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・ 平成29年4月の第３次産業活動指数は、広義対事業所サービス、広義対個人サービスともに上
昇したため、前月比1.2％の上昇。

第３次産業総合前月比　広義対個人／広義対事業所サービスの影響度合い
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・

・非製造業依存型事業所向けサービス活動指数は、107.3(前月比1.6％)と2か月ぶりの上昇。

製造業／非製造業依存型　事業所向けサービス活動指数の動向

9

(注)1.広義対事業所サービスの内訳系列を、産業連関表の製造業と非製造業の投入比率の大小により、「製造業依存型」と「非製造業依存型」の二つに分類している。
　　2.水色のシャドー部分は景気後退局面。

平成29年4月の製造業依存型事業所向けサービス活動指数は、95.5(前月比－0.5％)と2か月ぶり
の低下。

95.5  

107.3  

90

92

94

96

98

100

102

104

106

108

1 3 5 7 9 11 1 3 5 7 9 11 1 3 5 7 9 11 1 3 5 7 9 11 1 3 5 7 9 11 1 3 5 7 9 11 1 3

23 24 25 26 27 28 29

製造業依存型事業所向けサービス 

非製造業依存型事業所向けサービス 

(22年＝100、季節調整済) 

(月／年) 

東日本大震災発生 消費税率引上げ 



平成29年4月の広義対事業所サービス活動指数は、製造業依存型事業所向けサービスが低下し
たものの、非製造業依存型事業所向けサービスが上昇したため、前月比0.7％の上昇。

広義対事業所向けサービス活動前月比
製造業／非製造業依存型事業所向けサービス別の影響度合い

・

10
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平成29年4月の広義非選択的個人向けサービス活動指数は、107.9(前月比1.5％)と5か月ぶりの
上昇。

・広義し好的個人向けサービス活動指数は、103.0(前月比2.0％)と2か月ぶりの上昇。

・

11
(注)水色のシャドー部分は景気後退局面。

非選択的／し好的　個人向けサービス活動指数の動向
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広義対個人サービス活動前月比
非選択的／し好的個人向けサービス別の影響度合い

・ 平成29年4月の広義対個人サービス活動指数は、広義非選択的個人向けサービス、広義し好的
個人向けサービスともに上昇したため、前月比1.8％の上昇。
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広義対事業所サービス、し好的個人向けサービスを大きく動かした個別系列

13

業種名 前月比

受注ソフトウェア 6.4%
各種商品卸売業 8.9%
建設コンサルタント 7.0%
化学製品卸売業 9.3%
産業機械器具卸売業 12.8%

職業紹介・労働者派遣業 - 2.7%
鉱物・金属材料卸売業 - 2.9%
機械設計業 - 9.6%
食料・飲料卸売業 - 2.4%
電気機械器具卸売業 - 2.1%

業種名 前月比

プロスポーツ（スポーツ系興行団） 67.7%
マンション分譲（首都圏） 27.6%
ホテル 11.5%
織物・衣服・身の回り品小売業 8.1%
飲食サービス業 11.6%

機械器具小売業 - 5.9%
学習塾 - 1.7%
食堂，レストラン，専門店 - 1.0%
結婚式場業 - 8.7%
葬儀業 - 2.6%

○ 広義対事業所サービスを上昇方向へ
引っ張った業種の中で

上昇への影響度が大きい内訳業種

○ 広義対事業所サービスを低下方向へ
引っ張った業種の中で

低下への影響度が大きい内訳業種

○ し好的個人向けサービスを上昇方向へ
引っ張った業種の中で

上昇への影響度が大きい内訳業種

○ し好的個人向けサービスを低下方向へ
引っ張った業種の中で

低下への影響度が大きい内訳業種



消費向け／投資向けサービス活動指数の動向

(注)1.消費向けサービス活動指数は、非製造業から供給される個人消費関連のサービス(小売業や娯楽業など)の動きを表す系列。
      投資向けサービス活動指数は、非製造業から供給される民間企業設備関連のサービス(ソフトウェア開発、機械器具卸売業など)の動きを表す系列。
　　2.水色のシャドー部分は景気後退局面。

・投資向けサービス活動指数は、107.4(前月比8.9％)と2か月ぶりの上昇。

・平成29年4月の消費向けサービス活動指数は、105.7(前月比1.8％)と2か月ぶりの上昇。
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東日本大震災発生 消費税率引上げ 



・飲食関連産業活動指数は、101.0(前月比－0.7％)と2か月ぶりの低下。

(注)1.観光関連産業活動指数には、鉄道、バス、タクシー、飛行機、船舶等の旅客運送業、道路施設提供業(高速道路)、旅館、ホテル等の宿泊業、旅行業、遊園地・テーマパークが含まれる。
      飲食関連産業活動指数には、デパート等の各種商品小売業(飲食料品部門)、飲食料品小売業、食堂,レストランやファーストフード等の飲食店,飲食サービス業が含まれる。
　　2.水色のシャドー部分は景気後退局面。

15

観光関連産業活動指数、飲食関連産業活動指数の動向

・平成29年4月の観光関連産業活動指数は、109.3(前月比2.0％)と2か月ぶりの上昇。
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(注)1.インフラ型サービス活動指数、財の取引仲介型サービス活動指数、生活関連型サービス活動指数は、、それぞれ下記大分類業種の季節調整済指数を各ウェイトで加重平均して算出した
　　　試算値。なお、第３次産業活動指数の11ある大分類業種のうち「事業者向け関連サービス」は、この３つの試算値には含めていない。
　　　・インフラ型サービス活動指数：電気・ガス・熱供給・水道業、情報通信業、運輸業，郵便業、金融業，保険業
　　　・財の取引仲介型サービス活動指数：卸売業、物品賃貸業(自転車賃貸業を含む)、小売業、不動産業
　　　・生活関連型サービス活動指数：医療,福祉、生活娯楽関連サービス
　　2.水色のシャドー部分は景気後退局面。

・生活関連型サービス活動指数(試算値)は、108.4(前月比1.5％)と3か月ぶりの上昇。

形態別にみたサービス活動指数の動向

16

・平成29年4月のインフラ型サービス活動指数(試算値)は、108.7(前月比1.9％)と5か月ぶりの上昇。

・財の取引仲介型サービス活動指数(試算値)は、98.4(前月比0.5％)と2か月連続の上昇。
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インフラ型サービス活動指数(試算値)　業種別の影響度合い

・平成29年4月のインフラ型サービス活動指数(試算値)は、運輸業，郵便業などが低下したもの
の、情報通信業などが上昇したため、前月比1.9％の上昇。
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業種別にみたインフラ型サービス活動の動向

18
(注)水色のシャドー部分は景気後退局面。
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・

19

財の取引仲介型サービス活動指数(試算値)　業種別の影響度合い

平成29年4月の財の取引仲介型サービス活動指数(試算値)は、物品賃貸業（自動車賃貸業を含
む）が低下したものの、不動産業などが上昇したため、前月比0.5％の上昇。
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業種別にみた財の取引仲介型サービス活動の動向

20
(注)水色のシャドー部分は景気後退局面。
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生活関連型サービス活動指数(試算値)　業種別の影響度合い

21

・平成29年4月の生活関連型サービス活動指数(試算値)は、生活娯楽関連サービスが上昇したた
め、前月比1.5％の上昇。
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(注)水色のシャドー部分は景気後退局面。

22

業種別にみた生活関連型サービス活動の動向
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（FBI 2017年第１四半期） 

経 済 解 析 室 
平成２９年５月 

0 

飲 関 連 産 業 の 動 向 食 

生産、流通、サービス３業態揃って前期比上昇で 
大きな前期比上昇を見せたフード・ビジネス 

ミニ経済分析ＵＲＬ： http://www.meti.go.jp/statistics/toppage/report/minikeizai-result-1.html  



フード・ビジネス・インデックス（FBI）のしくみ

1

（資料）経済産業省「鉱工業指数」、「第３次産業活動指数」、「全産業活動指数」、「商業動態統計」、総務省「消費者物価指数」より作成（試算値）。
（注）総合スーパー飲食料品小売系列については、飲食料品小売業分を除いて計算。

※上記図表についての詳細は、最終頁【掲載図表の補足事項】の（注１）を参照。

 ● フード・ビジネス・インデックス（FBI）は「食料品工業」、「食料品流通業」、「飲食サー
ビス業」の３業態を付加価値額（儲け）の発生割合で求めた比で加重平均した指数。

フード・ビジネス・

インデックス

（FBI）

食料品工業
１系列

食料品流通業
以下、４系列を

加重平均

飲食サービス業
以下、４系列を

加重平均

・食料品・たばこ工業

※鉱工業生産指数

・飲食料品卸売業

・飲食料品小売業

※第３次産業活動指数

・百貨店飲食料品小売

・総合スーパー飲食料品小売

※商業動態統計より試算

・食堂，レストラン，専門店

・パブレストラン，居酒屋

・喫茶店

・ファーストフード店及び

飲食サービス業

※第３次産業活動指数



フード・ビジネスの名目事業規模（2015年、2016年、試算値）
 ●　2016年のフード・ビジネス全体の名目事業規模は、１７８兆7,800億円。
 ●　食料品工業が約３２兆円、飲食サービス業も約３２兆円で、食料品流通業が約１１５兆円。

※上記図表についての詳細は、最終頁【掲載図表の補足事項】の（注２）を参照。

資料：経済産業省「工業統計」、「商業動態統計」、「鉱工業指数」、「第３次産業活動指数」、日本銀行「企業物価指数」、総務省「消費者物価指数」、
　　　日本フードサービス協会「平成27年外食産業市場規模推計について」より作成。

2

18.1%

64.3%

17.6%

2015年

180兆

2,600億円

18.0%

64.2%

17.8%

2016年

178兆

7,800億円

          名⽬事業規模（試算値）

2015年 2016年

フード・ビジネス全体 180兆2,600億円 178兆7,800億円

⾷料品⼯業 32兆6,400億円 32兆2,200億円

⾷料品流通業 115兆8,400億円 114兆8,000億円

 ⾷料品関連卸売業 68兆6,000億円 68兆5,300億円

 ⾷料品関連⼩売業 47兆2,400億円 46兆2,700億円

飲⾷サービス業 31兆7,900億円 31兆7,500億円



フード・ビジネスにおける事業所数（2014年調査）

※上記図表についての詳細は、最終頁【掲載図表の補足事項】の（注３）を参照。

資料：総務省・経済産業省「経済センサスー基礎調査」より作成。

3

飲食サービス業が６７万事業所で、半分以上を占めている。それに次ぐのは、食料品関連小
売業の３１万事業所。

2014年で、フード・ビジネスに携わる事業所数は、約１１２万事業所。●
●

5.3%

34.4%

60.3%

事業所数

⾷料品⼯業 ⾷料品流通業 飲⾷サービス業

1,117,737

フード・ビジネス全体 1,117,737

⾷料品⼯業 59,555

⾷料品流通業 384,901

 ⾷料品関連卸売業 76,653

 ⾷料品関連⼩売業 308,248

飲⾷サービス業 673,281

事業所数（2014年）



フード・ビジネスにおける従業者数（2014年調査）
 ●　2014年でフード・ビジネスに従事する従業員数は1,014万人。
 ●　飲食サービス業で約４８０万人、食料品関連小売業で約３１０万人。

資料：総務省・経済産業省「経済センサスー基礎調査」より作成。

4

※上記図表についての詳細は、最終頁【掲載図表の補足事項】の（注３）を参照。

14.0%

38.7%

47.3%

従業者数

⾷料品⼯業 ⾷料品流通業 飲⾷サービス業

10,143千⼈

フード・ビジネス全体 10,143

⾷料品⼯業 1,417

⾷料品流通業 3,930

 ⾷料品関連卸売業 820

 ⾷料品関連⼩売業 3,110

飲⾷サービス業 4,796

従業者数（2014年、千⼈）



　FBI（フード・ビジネス・インデックス）の推移

5



 ●　飲食サービス業は５年ぶりに前年比マイナス０.９％低下。

（資料）経済産業省「鉱工業指数」、「第３次産業活動指数」、「全産業活動指数」、「商業動態統計」、総務省「消費者物価指数」より作成（試算値）。

6

 ●　2016年のFBIは前年比マイナス０.５％低下。
 ●　食料品工業は前年比０.１％上昇、食料品流通業は同マイナス０.２％低下。

ＦＢＩ年単位の推移
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（2010年=100、原指数）

（年）



資料）経済産業省「鉱工業指数」、「第３次産業活動指数」、「全産業活動指数」、「商業動態統計」、総務省「消費者物価指数」より作成（試算値）。

7

FBI全体は、一昨年第３四半期からの停滞、低下基調から、一転、大きく前期比上昇。
水準としても、この５年の中でかなり高いレベルに到達。

●
●

ＦＢＩ（季節調整値）の推移（四半期）
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（期／年）

（2010年＝100、季節調整済）



ＦＢＩ（季節調整済）の内訳構成業態の推移（四半期）
内訳構成３業態が揃って前期比上昇。
飲食サービスは昨年の低下分を払拭。食料品流通業も一転上昇で、昨年最も高かった第１四
半期レベルに到達。食料品工業も同様に、昨年最も高かった第２四半期レベルに到達。

●
●

（資料）経済産業省「鉱工業指数」、「第３次産業活動指数」、「全産業活動指数」、「商業動態統計」、総務省「消費者物価指数」より作成（試算値）。
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消費税率引上げ直前、そして税率引上げ直後の極端な落ち込みからの回復時の前期比上昇の
倍に匹敵する上昇を、今年の第１四半期に見せている。珍しい上昇幅。

●

（資料）経済産業省「鉱工業指数」、「第３次産業活動指数」、「全産業活動指数」、「商業動態統計」、総務省「消費者物価指数」より作成（試算値）。

ＦＢＩ（季節調整済）の伸び率に対する内訳業種の影響度合い

9
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全体の押し上げ役は、流通業（卸小売）。●

10

ＦＢＩ（季節調整済）の伸び率に対する内訳業種の影響度合い
● 第１四半期の寄与では、FBI全体の前期比１.７％のうち、流通業が１.０％ポイントで過半分

の上昇寄与。飲食サービスが０.５％ポイント、食料品工業が０.３％ポイント。

（資料）経済産業省「鉱工業指数」、「第３次産業活動指数」、「全産業活動指数」、「商業動態統計」、総務省「消費者物価指数」より作成（試算値）。

-1

0

1

2

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ

2015 2016 2017

⾷料品⼯業 ⾷料品流通業 飲⾷サービス業 ＦＢＩ

（期／年）

（季節調整済、前期⽐、%、%ポイント）



11

　食料品工業の推移



●
●

食料品工業の推移（2010年＝１００、年、四半期）
2016年の指数値９６.６に対し、2017年第１四半期の指数値は９７.８。
この上昇が、消費税率引上げ後に落ち込んだ生産水準の転換となるのか、それとも昨年第２
四半期のような一時的な急上昇に留まるのか、要注視。

12
資料）経済産業省「鉱工業指数」より作成。
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● 酒類の生産を除くと、食料品生産の各品目指数は、消費税率引上げ前の水準に戻りつつある。

清涼飲料の上昇と肉製品の上昇が目立つ。肉製品、清涼飲料の生産指数は、長期的に見ても高い
水準。

13

食料品工業（季節調整済）内訳系列の推移

（資料）経済産業省「鉱工業指数」より作成。

●

● 酒類は長期低落傾向に変化は見られない。乳製品、油脂・調味料は安定的な推移。
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食料品工業の変動に対する寄与では、近時、清涼飲料の寄与が大きい。
2014年からは年に１四半期、大きな上昇寄与を見せている。

●

食料品工業（季節調整済）の伸び率に対する各系列の影響度合い

14

●

（資料）経済産業省「鉱工業指数」より作成。
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清涼飲料生産の増加は、ボトリングコーヒーの増産によるもの。

食料品工業（季節調整済）の伸び率に対する各系列の影響度合い
● 第１四半期は、食料品工業全体の前期比２.０％上昇に対し、清涼飲料の上昇寄与分が大部分

を占めている。

（資料）経済産業省「鉱工業指数」より作成。
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　食料品流通業の推移



● 食料品流通業指数は2016年第２四半期より低下が続いていたが、2017年第１四半期は４期ぶ
りに上昇に転じた。

●

（資料）経済産業省「第３次産業活動指数」、「商業動態統計」、総務省「消費者物価指数」より作成（試算値）。

17

指数値は９９.２となり、2016年第１四半期の９９.４にせまる水準にまで回復。

食料品流通業の推移（2010年＝１００、年、四半期）
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飲食料品卸売業の指数値９９.０は2010年第４四半期の１００.９以来の水準。
2016年は低下する内訳系列が多かったが、2017年第１四半期は全ての系列が上昇に転じた。

18

●

（資料）経済産業省「第３次産業活動指数」、「商業動態統計」、総務省「消費者物価指数」より作成（試算値）。

●

食料品流通業（季節調整済）内訳系列の推移

80

85

90

95

100

105

110

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ

2012 2013 2014 2015 2016 2017

（2010年=100、季節調整済）

（期／年）

飲⾷料品卸売業

飲⾷料品⼩売業

百貨店飲⾷料品⼩売

総合スーパー
飲⾷料品⼩売

⾷料品流通業



（資料）経済産業省「第３次産業活動指数」、「商業動態統計」、総務省「消費者物価指数」より作成（試算値）。

19

●

2015年以降、小売業は前期比低下寄与を見せることがほとんどだったが、2017年第１四半期
は小売業を含む全ての系列が上昇寄与となった。
全ての系列が上昇したのは2014年第３四半期以来１０期ぶり。

●

食料品流通業（季節調整済）の伸び率に対する各系列の影響度合い
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食料品流通業（季節調整済）の伸び率に対する各系列の影響度合い

（資料）経済産業省「第３次産業活動指数」、「商業動態統計」、総務省「消費者物価指数」より作成（試算値）。

20

３期連続で全ての系列が前期比低下寄与だったが、そこから反転。●

2017年第１四半期の食料品流通業の前期比１.７％上昇に対し、飲食料品卸売業は１.４％ポ
イント、飲食料品小売業は同０.３％ポイントの上昇寄与。百貨店も5期ぶりに０.０４％ポイ
ントの上昇寄与。

●
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　飲食サービス業の推移



（資料）経済産業省「第３次産業活動指数」より作成。

● 飲食サービス業指数は2016年前半に低下し後半に回復したが、2017年第１四半期は前期比
１.６％と急上昇。３期連続の上昇。
指数値１０３.８は2015年の水準を超え、過去最高。●

22

飲食サービス業の推移（2010年＝１００、年、四半期）
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（資料）経済産業省「第３次産業活動指数」より作成。

23

● 「パブレストラン，居酒屋」は低下傾向が続いていたが、２期ぶりに上昇。

飲食サービス業（季節調整済）内訳系列の推移
● 飲食サービス業の内訳系列では、「ファーストフード店及び飲食サービス業」が３期ぶりの

低下となったものの、他の３系列は全て上昇。

70

80

90

100

110

120

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ

2012 2013 2014 2015 2016 2017

（2010年=100、季節調整済）

（期／年）

⾷堂，レストラン，
専⾨店

ファーストフード店
及び飲⾷サービス業

パブレストラン，
居酒屋

喫茶店

飲⾷サービス業



24
（資料）経済産業省「第３次産業活動指数」より作成。

近年、飲食サービス全体を押し上げている「食堂，レストラン，専門店」は３期連続、逆に
低下させている「パブレストラン，居酒屋」は２期ぶりに前期比プラス寄与。

●

飲食サービス業（季節調整済）の伸び率に対する各系列の影響度合い
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（資料）経済産業省「第３次産業活動指数」より作成。
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飲食サービス業（季節調整済）の伸び率に対する各系列の影響度合い

「ファーストフード店及び飲食サービス業」はマイナス０.３％ポイントの低下寄与。●

2017年第１四半期の飲食サービス業の前期比１.６％上昇に対し、「食堂，レストラン，
専門店」が０.５％ポイント、次いで「パブレストラン，居酒屋」が０.２％ポイントの
上昇寄与。

●
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　飲食料品小売（内食）と飲食サービス業（外食）

26



外食は2016年後半より３期連続の上昇と低下基調の続く内食とは異なる動きだったが、2017
年第１四半期はともに上昇。

（資料）経済産業省「第３次産業活動指数」より作成。

消費税率引上げの影響は内食と外食で差が出たが、2015年から2016年前半までは内食、外食
ともに低下基調の推移。

「飲食料品小売（内食）」と「飲食サービス（外食）」の推移
●

●

　注：シャドー部分は景気後退局面。また「飲食関連産業」は第３次産業活動指数の系列であり、FBIとは異なる。
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　注：シャドー部分は景気後退局面。
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（資料）外食、内食は経済産業省「第３次産業活動指数」。価格は総務省「消費者物価指数」より試算。

「飲食料品小売（内食）」、「飲食サービス（外食）」と価格
●

外食には、消費税率引上げの影響が小さく、緩やかに上昇していたが、2015年第４四半期から
2016年前半は大きく低下。2016年後半からは回復。その間価格はほぼ一貫して上昇。

●

内食は、消費税率引上げによる攪乱が収束後、価格の上昇に合わせて指数水準が低下し、
実質ベースで低下が続いていたが、2017年第１四半期に価格が低下に転じ、指数水準は上昇に
転じた。
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（注１）

１．フード・ビジネス・インデックス（ＦＢＩ）は、鉱⼯業指数（2010年基準）の「⾷料品・たばこ⼯業」、第３次産業活動指数（2010年基準）の「飲⾷料品卸売業」、

「飲⾷料品⼩売業」、「⾷堂，レストラン，専⾨店」、「パブレストラン，居酒屋」、「喫茶店」、「ファーストフード店及び飲⾷サービス業」、及び 試算値である

「百貨店飲⾷料品販売（2010年基準）」、「総合スーパー飲⾷料品販売（2011年基準）」を全産業活動指数の2010年基準ウェイトの⽐率を⽤いて試算している。

２．⾷料品⼯業は、鉱⼯業指数（2010年基準）の「⾷料品・たばこ⼯業」をそのまま採⽤。

３．⾷料品流通業は、第３次産業活動指数（2010年基準）の「飲⾷料品卸売業」、「飲⾷料品⼩売業」、「百貨店飲⾷料品販売（2010年基準、試算値） 」、「総合スー

パー飲⾷料品販売（2011年基準、試算値） 」の加重平均値。

４．「百貨店飲⾷料品販売」は商業動態統計の百貨店飲⾷料品販売額を消費者物価指数で実質化したものを2010年基準で指数化。「総合スーパー飲⾷料品販売」は商業動

態統計のスーパー飲⾷料品販売額から、飲⾷料品⼩売業に格付けされる事業所分を控除したものを、消費者物価指数で実質化し2011年基準で指数化。ウェイトについて

は商業動態統計の各種商品⼩売業の2010年販売額計に対する百貨店飲⾷料品販売額2010年計及びスーパー飲⾷料品販売額2011年計の割合で、第３次産業活動指数

（2010年基準）の各種商品⼩売業のウェイトを按分し、さらに全産業活動指数の2010年基準ウェイトの⽐率を⽤いて試算している。

５．飲⾷サービス業は、 第３次産業活動指数（2010年基準）の「⾷堂，レストラン，専⾨店」、「パブレストラン，居酒屋」、「喫茶店」、「ファーストフード店及び飲

⾷サービス業」の加重平均値。

（注２）

１．「⾷料品⼯業」は、2014年⼯業統計産業編の「⾷料品製造業出荷額」と「飲料たばこ飼料製造業出荷額から飼料関係細分類出荷額を控除したもの」の合計値を、鉱⼯

業出荷指数の「⾷料品たばこ⼯業」の2015年前年⽐で伸ばした数値（※１）について、企業物価指数の伸び率でインフレートしている（2015年）。2016年については

※１をさらに2016年前年⽐で延ばした数値について、企業物価指数の伸び率でインフレートしている。

２．「⾷料品関連卸売業」は、商業動態統計の「農特産物・⽔産物卸売業」と「⾷料・飲料卸売業」の2015（2016）年計の合計。

３．「⾷料品⼩売業」は、商業動態統計の「⾷料品⼩売業」と⼤型⼩売店統計の百貨店の商品内訳の飲⾷料品販売額の2015（2016）年計の合計。

４．「飲⾷サービス業」は、⽇本フードサービス協会公表の「広義の外⾷産業の2015年市場規模」を、第３次産業活動指数の「飲⾷店、飲⾷サービス」の2016年の前年⽐

で伸ばしたものについて、さらに消費者物価指数の伸び率でインフレートしている。

（注３）

１．「⾷料品⼯業」は、経済センサス－基礎調査（2014年調査）の「⾷料品製造業」と「飲料・たばこ・飼料製造業」の⺠営事業所数（従業者数）の合計値から、「飼

料・有機質肥料製造業」の事業所数（従業者数）を除いている。

２．「⾷料品関連卸売業」は、経済センサス－基礎調査（2014年調査）の「飲⾷料品卸売業」の⺠営事業所数（従業者数）。

３．「⾷料品関連⼩売業」は、経済センサス－基礎調査（2014年調査）の「飲⾷料品⼩売業」の⺠営事業所数（従業者数）。

４．「飲⾷店、飲⾷サービス業」は、経済センサス－基礎調査（2014年調査）の「飲⾷店」と「持ち帰り・配達飲⾷サービス業」の⺠営事業所数（従業者数）の合計値。

【掲載図表の補足事項】



国内出荷を軸に、２期連続前期比上昇と
なったグローバル出荷 

 
；グローバル出荷指数 ２０１６年Ⅳ期 

経済解析室 

２０１７年４月 

ミニ経済分析URL：http://www.meti.go.jp/statistics/toppage/report/minikeizai-result-1.html 
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グローバル出荷指数とは？ 

• 製造業のグローバル展開を踏まえ、国内外の製造業の生
産動向を「業種別」に一元的に捉えようとした指標。 

 

 

 

1 

• 製造業の動向を事業所ベースで捉えることとし、「鉱工業
出荷内訳表・総供給表」と「海外現地法人四半期調査」の
組合せにより、海外生産（出荷）比率等を算出している。 

 

★A.グローバル出荷指数◆

B.国内事業所からの出荷

（国内出荷指数）

★C.日本企業の海外の

事業所からの出荷

（海外出荷指数）

B1.国内向け

◆B2.輸出向け

◆C1.現地販売指数

◆C2.第三国向け輸出指数

※C3.日本向け輸出指数 ※E.輸入指数▲

▲D.総供給指数

★出荷海外比率=C/A

◆海外市場比率＝(B2 ＋ C1 ＋ C2)/A

▲輸入比率＝E/D

※逆輸入比率＝C3/E



7～9月期 10～12月期 前期比

グローバル出荷指数 104.3 103.9 105.8 1.8

国内出荷指数 96.3 96.1 97.9 1.9

国内向け 95.8 95.7 97.0 1.4

輸出向け 98.7 98.4 102.3 4.0

海外出荷指数 129.6 128.4 130.7 1.8

自国向け 130.8 133.0 135.3 1.7

日本向け 121.0 109.5 118.3 8.0

第三国向け 130.2 119.9 123.5 3.0

海外出荷指数 129.6 128.4 130.7 1.8

中国(含香港) 129.4 125.0 130.4 4.3

ASEAN4 114.1 115.5 119.6 3.5

北米 159.0 158.2 155.1 ▲ 2.0

それ以外の地域 116.0 113.9 117.3 3.0

2015年度
2016年

製造業グローバル出荷指数（季節調整済）の推移（総括表） 

2 
注１）各四半期の結果については季節調整済指数、２０１５年度の結果については原指数。 
注２）国内出荷指数は、「鉱業」を含まない「製造工業」の出荷指数。 



2015年

10～12月期 10～12月期 前年同期比

グローバル出荷指数 104.3 106.1 107.4 1.2

国内出荷指数 96.3 97.6 99.4 1.8

国内向け 95.8 97.3 98.2 0.9

輸出向け 98.7 98.9 104.2 5.4

海外出荷指数 129.6 132.7 132.5 ▲ 0.2

自国向け 130.8 137.1 136.9 ▲ 0.1

日本向け 121.0 117.8 122.8 4.2

第三国向け 130.2 126.2 124.4 ▲ 1.4

海外出荷指数 129.6 132.7 132.5 ▲ 0.2

中国(含香港) 129.4 137.4 135.9 ▲ 1.1

ASEAN4 114.1 117.3 122.4 4.3

北米 159.0 157.9 152.7 ▲ 3.3

それ以外の地域 116.0 117.7 120.8 2.6

2015年度
2016年

製造業グローバル出荷指数（原指数）の推移（総括表） 

3 

注）国内出荷指数は、「鉱業」を含まない「製造工業」の出荷指数。 



製造業グローバル出荷指数（季節調整済）の推移 

２０１６年Ⅳ期の製造業グローバル出荷指数（季節調整済）は１０５．８で、２期
連続の前期比１．８％の上昇。 
海外出荷指数は１３０．７で、２期ぶりに前期比１．８％の上昇。 
国内出荷指数は９７．９で、２期連続の前期比１．９％の上昇。 
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製造業グローバル出荷指数（季節調整済）の推移（前期比、内外寄与度） 

グローバル出荷全体の前期比１．８％に対し、海外出荷は２期ぶりに同０．５％
ポイント上昇寄与。国内出荷は２期連続の同１．３％ポイント上昇寄与。 
グローバル出荷のけん引役は、国内出荷となっている。 
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グローバル出荷指数（季節調整済）の推移（業種別） 

輸送機械工業（前期比２．４％上昇）、電気機械工業（同２．８％上昇）、はん
用・生産用・業務用機械工業（同２．８％上昇）、化学工業（同２．８％上昇）が
前期比上昇 。「それ以外の業種」は、ほぼ横ばいだが、主要４業種がそろって前期
比２％以上の伸びを見せた。 

6 ※業種の内容については、スライド３２の「用語の説明」を参照のこと。 

105.8  

118.3  

95.6  

98.2  

117.7  

103.4  

70

80

90

100

110

120

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ 

2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016

全業種 輸送機械 電気機械 それ以外の業種計 はん用・生産用・業務用機械 化学 

（２０１０年＝１００、季節調整済） 



グローバル出荷指数の推移（前期比、業種別寄与度） 

グローバル出荷全体の前期比上昇に対し、輸送機械工業の寄与が最も大きく、３
期連続で前期比０．８％ポイントの上昇寄与。電気機械工業も２期連続の前期比
上昇寄与。 
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業種別・仕向け先別・地域別 
海外出荷指数 

8 



業種別海外出荷指数（季節調整済）の推移 

主要業種はいずれも前期比上昇。輸送機械工業（前期比２．６％上昇）、電気機械工
業（同２．０％上昇）、はん用・生産用・業務用機械工業（同０．９％上昇）、化学
工業（同３．８％上昇）。 

9 ※業種の内容については、スライド３２の「用語の説明」を参照のこと。 
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海外出荷指数の業種別前期比寄与度 

海外出荷全体の前期比１．８％に対し、輸送機械工業が１．３％ポイントの上昇
寄与。 
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海外出荷指数（原指数）の業種別構成比 

２０１６年Ⅳ期の海外出荷指数においては、輸送機械の割合は５０．３％。 
これに次ぐのが、電気機械の１８．７％。 
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仕向け先別海外出荷指数（季節調整済）の推移 

海外現地法人の出荷を仕向け先別に見てみると、「自国向け」は前期比１．７％上
昇、「日本向け」は同８．０％上昇、「第三国向け」は同３．０％上昇。 

12 ※業種の内容については、スライド３２の「用語の説明」を参照のこと。 
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海外出荷指数の仕向け先別前期比寄与度 

海外出荷全体の前期比１．８％に対し、「自国向け」が、前期比１．１％ポイン
トと最も大きな上昇寄与。また、「日本向け」が同０．８％ポイントと、ここ数
年にない大きめの上昇寄与を見せた。 
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海外出荷指数（原指数）の仕向け先別構成比 

14 

２０１６年Ⅳ期の海外出荷指数においては、「自国向け」の割合は６２．４％。 
これに次ぐのが、「第三国向け」の２６．５％で、「日本向け」は１１．２％。 
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地域別海外出荷指数（季節調整済）の推移 

２０１６年Ⅳ期の地域別海外出荷指数では、中国（前期比４．３％上昇）、 
ASEAN4（同３．５％上昇）、それ以外の地域 （同３．０％上昇）が上昇。 
一方、北米だけが、同マイナス２．０％の低下。 

15 

※海外現地法人四半期調査の売上高と輸入価格指数（財務省貿易統計）を用いて主要地域別のグローバル出荷指数
（季節調整済）を算出。 
※地域の内容については、スライド３２の「用語の説明」を参照のこと。 
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海外出荷指数の地域別前期比寄与度 

地域別海外出荷指数の前期比１．８％上昇に対し、中国が同１．０％ポイント、 
ASEANが同０．６％ポイントとともに上昇寄与。 
北米は２期ぶりに前期比マイナス寄与（マイナス０．６％ポイント）。 
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海外出荷指数（原指数）の地域別構成比 

２０１６年Ⅳ期の地域別の内訳をみると、北米の割合が２９．３％で、これに次ぐ
のが中国(含香港)で２１．４％。 
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国内出荷指数 
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国内出荷指数（季節調整済）の推移（業種別） 

主要業種はいずれも上昇。輸送機械工業（前期比２．２％上昇）、電気機械工業（同
３．１％上昇）、はん用・生産用・業務用機械工業（同３．３％上昇）、化学工業
（同２．３％上昇）が上昇。 

19 ※業種の内容については、スライド３２の「用語の説明」を参照のこと。 
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国内出荷指数の推移（前期比、業種別寄与度） 

国内出荷全体の前期比１．９％に対し、輸送機械の前期比寄与が、３期連続で
０．５％ポイントの上昇寄与。また、電気機械工業も、２期連続で０．５％ポイ
ントの上昇寄与。 
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国内出荷指数（原指数）の業種別構成比 

２０１６年Ⅳ期の国内出荷指数においては、輸送機械の割合は２２．６％。 
これに次ぐのが、電気機械の１６．２％。 
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グローバル化比率 
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２０１６年Ⅳ期のグローバル化比率 

23 

製造業計 輸送機械 はん用・生
産用・業務
用機械 

電気機械 化学 それ以外
の業種計 

出荷海外
比率 ２９．６％ ４８．４％ １８．７％ ３２．７％ ２５．５％ １４．６％ 

海外市場
比率 ４０．９％ ５９．４％ ３５．４％ ４２．０％ ３８．３％ ２４．８％ 

逆輸入 
比率 ２６．３％ ６３．０％ ３７．５％ ５１．１％ ９．１％ １１．９％ 

２０１６年Ⅳ期の製造業出荷海外比率は２９．６％。 
２０１６年Ⅳ期の海外市場比率は４０．９％。 
２０１６年Ⅳ期の逆輸入比率は２６．３％。 
 
注）製造業出荷海外比率：日本国内の鉱工業の活動と日系現地法人の活動の比率 
  海外市場比率：グローバル出荷のうち、海外市場に出荷される割合 
  逆輸入比率：日本の輸入のうち、日系現地法人の日本向け輸出の割合 
   



製造業出荷海外比率の前年同期比要因分解（季節調整前） 
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製造業出荷海外比率は、前年同期（３０．０%）に比べて低下。この低下の
主要因は、国内出荷が前年同期よりも増加したため。国内出荷増がこの比率
に低下寄与するのは、９四半期ぶり。 
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グローバル化比率の季節調整値 

• 出荷海外比率等のグローバル化比率にも、季節
変動が存在しているため、各期の数値の前期と
の単純比較は出来ない。 

• そこで、グローバル化比率自体に季節調整を施
す試みを実施。 

• 季節調整の施された数値自体には、意味はな
く、あくまで過去の各期のレベルとの比較に意味
がある。 

• よって、グローバル化比率の数値自体は、季節
調整前の数値を参照。２０１６年Ⅳ期分は、スラ
イド２３の数値。 

25 



グローバル化比率（季節調整済）の推移 

２０１６年Ⅳ期の製造業出荷海外比率は、前期より若干上昇。 
２０１６年Ⅳ期の海外市場比率は過去最高だったⅠ期からはやや低下。 
２０１６年の逆輸入比率は、ゆるやかな上昇傾向となっていた。 
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業種別製造業出荷海外比率（季節調整済）の推移 

主要４業種の２０１６年Ⅳ期の出荷海外比率では、輸送機械工業と化学工業が上
昇。 
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海外市場比率（季節調整済）の推移 

主要４業種の２０１６年Ⅳ期の海外市場比率では、輸送機械工業、電気機械工
業、化学工業が上昇。 
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逆輸入比率（季節調整済）の推移 

２０１６年Ⅳ期の業種別の逆輸入比率（季節調整済）では、全１２業種のうち８業
種が前期比上昇、４業種が低下。主要４業種では、輸送機械工業、電気機械工業、
はん用・生産用・業務用機械工業の逆輸入比率が上昇。 
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２０１６年Ⅳ期のグローバル出荷指数のまとめ 

• ２０１６年Ⅳ期のグローバル出荷指数は、同年前半の横ばいから、２
期連続の前期比１．８％上昇。 

• 海外出荷は、前期比１．８％上昇だが、２期連続で同１．９％上昇と 

  国内出荷の上昇寄与が大きかった。 

• 主要４業種は、国内/海外出荷ともに、前期比上昇となった。 

• 仕向け先別海外出荷では、「自国向け」が伸びる状況に変化はない
が、２０１６年Ⅳ期には、「日本向け」が９四半期ぶりに高い寄与を
見せた。 

• 地域別海外出荷では、中国、 ASEANの現地法人からの出荷が全体を
押し上げており、前期に「ー強」だった北米からの海外出荷は一転、
前期比低下となった。 

• グローバル化比率では、逆輸入比率の上昇が目立っている。明らかに
輸送機械工業、はん用・生産用・業務用機械工業における同比率が上
昇してきている。 
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注意点 

• 本資料の試算を行う際に、使用するデータ（海外
現地法人四半期調査、鉱工業指数、日銀輸入物価
指数）が速報値から確報値へ塗り替えられること
などに伴い、本資料の数字も前の四半期の数字か
ら変わる。 

 

• このため、過去に提供した、グローバル出荷指数
の数値と、今回計算し直した数値には、違いが生
じていることに留意。 
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用語の説明 

• グローバル出荷指数における電気機械工業は、鉱工
業指数における、電気機械、電子部品・デバイス工
業、情報通信機械を合わせたものに相当する。 
 

• 「それ以外の業種計」とは、次の８業種を組み合わ
せたものである。 
「食料品・たばこ」、「繊維」、「木材・パルプ・
紙・紙加工品」、「窯業・土石」、「鉄鋼」、「非
鉄金属」、「金属」、「その他」 
 

• 「それ以外の地域」とは、次の４地域を組み合わせ
たものである。 
「NIEs3」、「その他アジア」、「欧州」、「その
他」 
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訪日外国人消費指数の動きと 
季節変動パターン 

平成２９年４月４日 

経済解析室 

ミニ経済分析ＵＲＬ： http://www.meti.go.jp/statistics/toppage/report/minikeizai-result-1.html  
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訪日外国人数、旅行消費額とも過去最高。一人当たり支出は減少。 

（資料）訪日外国人消費動向調査（観光庁）、訪日外客数（日本政府観光局） 

 平成28年の訪日外国人旅行消費額は、前年比プラス7.8％の3兆7,476億円と過去最高の数
値。 

 訪日外国人数は、前年比プラス21.8％の2,403万9千人と、過去最高の数値。 

 一方で、旅行者1人当たり旅行支出額は前年比マイナス11.5％の15万5,896円と減少。 

（千人） 前年比（％） （億円） 前年比（％） （円） 前年比（％）

平成24年 8,358 34.4 10,846 33.3 129,763 -0.8

25年 10,364 24.0 14,167 30.6 136,693 5.3

26年 13,413 29.4 20,278 43.1 151,174 10.6

27年 19,737 47.1 34,771 71.5 176,167 16.5

28年 24,039 21.8 37,476 7.8 155,896 -11.5

訪日外国人旅行者数 旅行消費額 一人当たりの旅行支出額
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 訪日外国人消費指数（TCI）とは、訪日外国人の消費金額を、消費者
物価指数を用いて実質指数化したもの。 

 費目ごとに実質化することにより、日本国内の価格変化の影響を除外
した動きを見ることができるように。 
 

 訪日外国人の消費金額については、訪日外国人消費動向調査（観光
庁）の訪日客１人当たりの費目別売上高に、訪日外客数（日本政府観
光局）を乗ずることで算出。 
 

 費目ごとの実質指数を加重平均するウェイトは、サービス産業（第３
次産業）活動指数と比較できるウェイトとして算出。 

 国内のサービス産業の動向と訪日外国人消費の動きの関係を分析でき
るように設計。 

 試験的に季節調整を実施し、前年比だけではなく、四半期の前期比も
計算でき、足元の動きの方向感も見定めることができる。 

訪日外国人消費指数とは？ 
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訪日外国人消費指数（TCI）のしくみ 

 ※上記図表についての詳細は、37～39頁 「（参考）訪日外国人消費指数の作成方法」を参照。 
（資料）訪日外国人消費動向調査（観光庁）、訪日外客数（日本政府観光局）、消費者物価指数（総務省）などを用いて試算。        

宿泊料金 飲食費 
交通費   娯楽サービス費 
買物代   その他         の６系列 

ウェイト算出 
↓ 

費目別指数を加重平均 
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28年の訪日外国人消費指数は高い水準で横ばい 

 訪日外国人消費指数は、5年連続で前年比上昇も、27年第4四半期に指数レベル300になった後、急上
昇はみせなくなり、横ばいに。 

 28年第2四半期には、4年ぶりに前期比マイナスもみせたが、第４四半期は前期比3.8％上昇。 

（資料）訪日外国人消費指数：訪日外国人消費動向調査（観光庁）、訪日外客数（日本政府観光局）、消費者物価指数（総務省）などを用いて試算。 
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28年の訪日外国人消費指数の対個人サービス前期比への寄与推移 

 小売業を含む対個人サービス活動全体の前期比変動に対する訪日外国人消費指数の影響度合い（寄与）
は、限定的。 

 23年第3四半期以降プラス寄与が続き、最もプラスに寄与したのは27年第2四半期の0.14％ポイント。 

（資料）訪日外国人消費指数：訪日外国人消費動向調査（観光庁）、訪日外客数（日本政府観光局）、消費者物価指数（総務省）などを用いて試算。 
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平成27、28年の訪日外国人消費指数の寄与 

（資料）訪日外国人消費指数：訪日外国人消費動向調査（観光庁）、訪日外客数（日本政府観光局）、消費者物価指数（総務省）などを用いて試算。 

 訪日外国人消費指数が急伸した27年は、対個人サービスの前期比に対する訪日外国人消費指数の寄与
が目立った。 

 高水準での横ばい推移に移行した28年は、寄与がかなり小さくなったが、第4四半期は、対個人サービスの前
期比0.4％に対し、訪日外国人消費の寄与は、0.04％ポイント。 
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 訪日外国人消費の費目別指数と 
 第３次産業活動指数の業種別の動き 
 

7 



8 

費目別にみた訪日外国人消費指数の推移 

（資料） 訪日外国人消費動向調査（観光庁）、訪日外客数（日本政府観光局）、消費者物価指数（総務省）などを用いて試算。 
 

 費目別指数で、最も伸びの著しいのが買物代。26年後半～27年前半まで買物代は急上昇、その後、円高等
の影響から急降下。ただ、28年第4四半期に再度上昇。 

 次いで、伸びが大きいのが、飲食費と交通費。両者とも23年第3四半期以降、比較的安定した上昇推移。 

 宿泊費は28年に入って頭打ち感。娯楽サービス費の伸びは低く、早くも頭打ち状態。 
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訪日外国人消費指数の費目別構成比 

（資料） 訪日外国人消費動向調査（観光庁）、訪日外客数（日本政府観光局）、消費者物価指数（総務省）などを用いて試算。 
       グラフは、費目別指数にそれぞれのウェイトを乗じた数値を用いて作成。 
 

 費目別構成比をみると、宿泊料金と飲食費の割合が3割を占めているが、22年と比較すると、構成
比の逆転がみられる。 

 22年と比較すると、「爆買い」が話題になった27年には、買物代の構成比が上昇し、2割に。 

 ほぼ3分の1を占める飲食費とほぼ2割を占める買物代の構成比が伸びている。 
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訪日外国人消費指数の費目別寄与度（前年比） 

 24年以降、訪日外国人消費指数の内訳費目別の影響度合い（全体の前年比に対する寄与度）では、低
下寄与となった費目は、ほとんどない。ただ、28年には、買物代がわずかな低下寄与となっている。 

 訪日外国人消費というと「爆買い＝買物」を思い浮かべるが、買物代は変動が大きく、訪日外国人消費の伸
びを安定して支えているのは、実は飲食費や宿泊料金の寄与であることがわかる。 

（資料）訪日外国人消費指数：訪日外国人消費動向調査（観光庁）、訪日外客数（日本政府観光局）、消費者物価指数（総務省）などを用いて試算。 
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訪日外国人消費指数の費目別寄与度（前期比） 

（資料）訪日外国人消費指数：訪日外国人消費動向調査（観光庁）、訪日外客数（日本政府観光局）、消費者物価指数（総務省）などを用いて試算。 

 27年後半以降、訪日外国人消費指数の内訳費目別の影響度合い（全体の前期比に対する寄与度）をみる
と、買物代の28年前半のマイナス寄与が目立つ。ただ、同年第4四半期にはプラス寄与に巻き返し。 

 28年後半には宿泊料金が2期連続して低下寄与。飲食費だけは期間を通してプラス寄与を維持し、第4四半
期に大きなプラス寄与をみせた。 
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訪日外国人消費 買物代指数の推移 

 訪日外国人消費指数が300台に対し、買物代の指数値は500近い水準で、22年の約5倍。 

 26年第3四半期から1年ほど急上昇、28年に入って急降下。同年第4四半期には再び上昇に。 
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（資料）訪日外国人消費指数：訪日外国人消費動向調査（観光庁）、訪日外客数（日本政府観光局）、消費者物価指数（総務省）などを用いて試算。 
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平成27、28年の訪日外国人消費 買物代指数の寄与 

 国内「小売業」活動に占める訪日外国人消費の割合を試算※すると、28年第4四半期は1.2％。 

 占める割合は小さいが、27年中は、小売業活動に対して、訪日外国人の買物代指数のプラス寄与が目立った。 

 28年の買物代指数はマイナス寄与推移だったが、一転、第4四半期には、小売業の前期比0.4％に対し、買物
代指数が0.16％ポイントと半分に近いプラス寄与をみせた。 

（資料）訪日外国人消費指数：訪日外国人消費動向調査（観光庁）、訪日外客数（日本政府観光局）、消費者物価指数（総務省）などを用いて試算。 
      ※第３次産業活動指数「小売業」に対する訪日外国人消費指数「買物代」の割合。それぞれウエイトを乗じた指数値で試算。 
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訪日外国人消費 宿泊料金指数の推移 

 訪日外国人消費指数300台に対し、宿泊料金の指数値は250前後の水準に留まっている。 

 26年第3四半期以降高い伸びを見せたが、27年第3四半期に鈍化、28年の第3、4四半期は2期連続の前
期比低下となっている。 

（資料）訪日外国人消費指数：訪日外国人消費動向調査（観光庁）、訪日外客数（日本政府観光局）、消費者物価指数（総務省）などを用いて試算。 
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平成27、28年の訪日外国人消費 宿泊料金指数の寄与 

 国内「宿泊業」活動に占める訪日外国人消費の割合を試算※すると、28年第4四半期は15.5％。他の費目
に比べると、かなり高めの割合で、宿泊業前期比に対する寄与も大きい。 

 27年の各期に大きなプラス寄与だったが、28年には寄与幅が縮小。第3、4四半期はマイナス寄与となっており、
第4四半期には、宿泊業全体の前期比2.1％に対し、宿泊料金指数が-0.47％ポイントの低下寄与。 

（資料）訪日外国人消費指数：訪日外国人消費動向調査（観光庁）、訪日外客数（日本政府観光局）、消費者物価指数（総務省）などを用いて試算。 
      ※第３次産業活動指数「宿泊業」に対する訪日外国人消費指数「宿泊料金」の割合。それぞれウエイトを乗じた指数値で試算。 
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訪日外国人消費 飲食費指数の推移 

（資料）訪日外国人消費指数：訪日外国人消費動向調査（観光庁）、訪日外客数（日本政府観光局）、消費者物価指数（総務省）などを用いて試算。 
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 訪日外国人消費指数300台に対し、飲食費の指数値は、相対的に全体と近い350を超える水準。 

 25年から27年にかけて安定して上昇、28年に伸び率が低下したが、第4四半期に再び急伸。 
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平成27、28年の訪日外国人消費 飲食費指数の寄与 

（資料）訪日外国人消費指数：訪日外国人消費動向調査（観光庁）、訪日外客数（日本政府観光局）、消費者物価指数（総務省）などを用いて試算。 
      ※第３次産業活動指数「飲食店，飲食サービス業」に対する訪日外国人消費指数「飲食費」の割合。それぞれウエイトを乗じた指数値で試算。 
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 国内「飲食店，飲食サービス業」活動に占める訪日外国人消費の割合を試算※すると、28年第4四半期は5.6％と
小売業に比べて大きめ。そのため、飲食業前期比に対し、安定的なプラス寄与を見せている。 

 27年は大きめのプラス寄与で、最も寄与したのは27年第2四半期。28年に入って寄与幅が縮小だが、第4四半期に
は、「飲食店，飲食サービス業」の前期比0.6％に対し、飲食費指数が0.39％ポイントと過半以上の寄与。 
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平成28年と第4四半期の訪日外国人消費 

 28年の旅行者1人当たり旅行支出額は前年比マイナス11.5％と減少だが、訪日外国
人数は過去最高、この結果、訪日外国人旅行消費額も過去最高を記録。 

 訪日外国人消費指数は、5年連続で前年比上昇も、27年第4四半期に指数レベル
300になった後、急上昇はみせなくなり、横ばいに。28年第2四半期には、4年ぶりに前期
比マイナスもみせたが、第4四半期は前期比3.8％上昇で、同期の対個人サービスの前
期比0.4％に対し、訪日外国人消費の寄与は、0.04％ポイント。 

 22年以降の費目別の推移をみると、買物代が伸びているが28年には低下、飲食費・交
通費は安定的な上昇推移、宿泊料金と娯楽サービス費に頭打ち感がある。  

 費目別構成比をみると、宿泊料金と飲食費の割合が3割、「爆買い」が話題になった買物
代が2割に。構成比を着実に伸ばしているのは、実は飲食費で、宿泊料金の構成比は低
下。 

 28年第4四半期の費目別指数の対応サービス活動指数の変化に対する寄与をみると、
①小売業の前期比0.4％に対し、買物代指数が0.16％ポイントと半分に近いプラス寄
与、②宿泊業全体の前期比2.1％に対し、宿泊料金指数が-0.47％ポイントのマイナス
寄与、そして、③「飲食店，飲食サービス業」の前期比0.6％に対し、飲食費指数が
0.39％ポイントと過半以上の寄与。国内のサービスビジネスに対し、小売、飲食の面で、
訪日外国人消費が重要な寄与をみせた。 



 訪日外国人消費指数の季節指数 
 ー月次の季節変動パターンの可視化ー 
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訪日外国人消費指数の月次の季節変動パターン 

（資料）訪日外国人消費指数：訪日外国人消費動向調査（観光庁）、訪日外客数（日本政府観光局）、消費者物価指数（総務省）などを用いて試算。 
      試算した指数を、米国センサス局が開発したX-12-ARIMAの機能のうちX-11の機能のみを使用して季節調整を行い、季節指数を算出。 
      グラフは、平成22～28年の季節指数の各月の平均値で作成。 

 訪日外国人消費指数の季節変動パターンを表す「季節指数」のピークは7月。次いで4、3月が高くなっており、
夏期と春期の指数が高い。一方で、ボトムは11月。次いで12、1、2月が低く、冬季の指数が低い。 

 意外にも、春節（1～2月）の影響はあまりないことが分かる。 
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訪日外国人消費指数の過去7年分の四半期季節変動 

（資料）訪日外国人消費指数：訪日外国人消費動向調査（観光庁）、訪日外客数（日本政府観光局）、消費者物価指数（総務省）などを用いて試算。 
      試算した指数を、米国センサス局が開発したX-12-ARIMAの機能のうちX-11の機能のみを使用して季節調整を行い、季節指数を算出。 
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 季節指数を四半期平均でみると、ピークは第3四半期（7～9月）で、次いで第2四半期（4～6月）。夏期と
春期が高くなっている。 

 ボトムは、毎年、第4四半期、冬期の季節指数が低い。「春節」期を含む第1四半期の季節指数は低い。 



訪日外国人消費指数の季節パターンの変化（全体） 
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平成２２年 

ピーク 
１２２．２０ 
（７月） 

ピーク２位 
１１３．１６ 
（４月） 

ボトム２位 
８８．７０ 
（１２月） 

ボトム 
８６．１５ 
（１１月） 

平成２５年 

ピーク 
１２１．２７ 
（７月） 

ピーク２位 
１１３．９４ 
（４月） 

ボトム２位 
８９．７４ 
（１２月） 

ボトム 
８６．５５ 
（１１月） 

平成２８年 

ピーク 
１２０．０７↓ 
（７月） 

ピーク２位 
１１２．９０ 
（４月） 

ボトム２位 
９１．１７ 
（１２月） 

ボトム 
８６．３１↑ 
（１１月） 

（資料）訪日外国人消費指数：訪日外国人消費動向調査（観光庁）、訪日外客数（日本政府観光局）、消費者物価指数（総務省）などを用いて試算。     
試算した指数を、米国センサス局が開発したX-12-ARIMAの機能のうちX-11の機能のみを使用して季節調整を行い、季節指数を算出。 

 訪日外国人消費指数の季節指数のピーク値は22年122.20から28年120.07に低下、ボトム値は
86.15から86.31に微増。ピークとボトムの差も、36.05から33.76に縮小。 

 全期間を通して、ピークは7月、ボトムは11月で変化はないが、時間が進むごとに、月々の変動が少し
ずつ平準化されてきている。 
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買物代指数の季節変動パターン 

 買物代の季節指数のピークは7月。次いで4月となっており、夏期と春期の指数が高い。ボトムは11
月。冬期が低くなっている。 

 意外にも、春節（1～2月）の時期の季節指数は高くない。 

（資料）訪日外国人消費指数：訪日外国人消費動向調査（観光庁）、訪日外客数（日本政府観光局）、消費者物価指数（総務省）などを用いて試算。 
      試算した指数を、米国センサス局が開発したX-12-ARIMAの機能のうちX-11の機能のみを使用して季節調整を行い、季節指数を算出。 
      グラフは、平成22～28年の季節指数の各月の平均値で作成。 
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買物代指数の過去7年分の四半期季節変動 

（資料）訪日外国人消費指数：訪日外国人消費動向調査（観光庁）、訪日外客数（日本政府観光局）、消費者物価指数（総務省）などを用いて試算。 
      試算した指数を、米国センサス局が開発したX-12-ARIMAの機能のうちX-11の機能のみを使用して季節調整を行い、季節指数を算出。 

 季節指数を四半期平均でみると、ピークは、23年までは第3四半期で、24年以降は第2四半期。
訪日外国人消費指数のピークとは異なっている。ボトムは、全期間を通して第4四半期。 

 買物代指数でも「春節」期の盛り上がりは見えず、また、月次ピークを含まない、春節後の春3か月の
季節指数が高くなっている。 
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買物代指数の季節パターンの変化 

25 

平成２２年 

ピーク 
１２５．２２ 
（７月） 

ピーク２位 
１１３．４２ 
（４月） 

ボトム２位 
８３．１３ 
（１２月） 

ボトム 
８１．９７ 
（１１月） 

（資料）訪日外国人消費指数：訪日外国人消費動向調査（観光庁）、訪日外客数（日本政府観光局）、消費者物価指数（総務省）などを用いて試算。     
試算した指数を、米国センサス局が開発したX-12-ARIMAの機能のうちX-11の機能のみを使用して季節調整を行い、季節指数を算出。 

 買物代指数の季節指数のピーク値は22年125.22から28年118.46に低下、ボトム値は81.97か
ら85.20に上昇。ピークとボトムの差も、43.25から33.26に縮小。平準化が進んでいる。 

 全期間を通して、ボトムは11月だが、ピークについては、従前の7月から、26年以降4月に入れ替わっ
ている。4月と7月の差も縮んでおり、4月が伸びたというより、7月が低下という動き。 

平成２５年 

ピーク 
１１９．７１ 
（７月） 

ピーク２位 
１１７．４２ 
（４月） 

ボトム２位 
８２．９３ 
（１２月） 

ボトム 
８３．５７ 
（１１月） 

平成２８年 

ピーク 
１１８．４６↓ 
（４月） 

ピーク２位 
１１３．９２ 
（７月） 

ボトム２位 
８６．７５ 
（１２月） 

ボトム 
８５．２０↑ 
（１１月） 
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宿泊料金指数の季節変動パターン 

（資料）訪日外国人消費指数：訪日外国人消費動向調査（観光庁）、訪日外客数（日本政府観光局）、消費者物価指数（総務省）などを用いて試算。 
      試算した指数を、米国センサス局が開発したX-12-ARIMAの機能のうちX-11の機能のみを使用して季節調整を行い、季節指数を算出。 
      グラフは、平成22～28年の季節指数の各月の平均値で作成。 
 

 宿泊料金の季節指数のピークは7月。次いで4、3月。夏期と春期の指数が高い。一方で、ボトムは
11月。次いで2、12月と冬期が低くなっている。 

 買物代同様、意外にも春節（1~2月）の時期の水準は、むしろ、11､12月並みのレベル。 
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宿泊料金指数の過去7年分の四半期季節変動 

（資料）訪日外国人消費指数：訪日外国人消費動向調査（観光庁）、訪日外客数（日本政府観光局）、消費者物価指数（総務省）などを用いて試算。 
      試算した指数を、米国センサス局が開発したX-12-ARIMAの機能のうちX-11の機能のみを使用して季節調整を行い、季節指数を算出。 

 季節指数を四半期平均でみると、ピークは第3四半期で、次いで第2四半期。夏期と春期が高く
なっている。ボトムは第4四半期。冬期の指数値が低い。 

 季節変動のパターン形状が相似的に安定しており、ピーク値とボトム値の差が小さい。ただ、グラフの
形状だけからでも、振幅が拡大していることが分かる。 
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宿泊料金指数の季節パターンの変化 
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平成２２年 

ピーク 
１２０．４９ 
（７月） 

ピーク２位 
１０９．６３ 
（４月） 

ボトム２位 
９２．１１ 
（２月） 

ボトム 
９１．４３ 
（１１月） 

（資料）訪日外国人消費指数：訪日外国人消費動向調査（観光庁）、訪日外客数（日本政府観光局）、消費者物価指数（総務省）などを用いて試算。     
試算した指数を、米国センサス局が開発したX-12-ARIMAの機能のうちX-11の機能のみを使用して季節調整を行い、季節指数を算出。 

 買物代指数の季節指数のピーク値は22年120.49から28年121.69に微増、ボトム値は91.43か
ら86.63に低下。ピークとボトムの差も、29.06から35.06に拡大。振幅が拡大している。 

 全期間を通して、ピークは7月、ボトムは11月で変化はないが、時間が進むごとに、11月のボトム値
の低下により、ピークとボトムの振幅が拡大している。 

 
平成２５年 

ピーク 
１２１．１６ 
（７月） 

ピーク２位 
１０９．９４ 
（４月） 

ボトム２位 
９２．１３ 
（２月） 

ボトム 
８９．８０ 
（１１月） 

平成２８年 

ピーク 
１２１．６９↑ 
（７月） 

ピーク２位 
１１０．５９ 
（４月） 

ボトム２位 
９３．５７ 
（２月） 

ボトム 
８６．６３↓ 
（１１月） 



29 

飲食費指数の季節変動パターン 

（資料）訪日外国人消費指数：訪日外国人消費動向調査（観光庁）、訪日外客数（日本政府観光局）、消費者物価指数（総務省）などを用いて試算。 
      試算した指数を、米国センサス局が開発したX-12-ARIMAの機能のうちX-11の機能のみを使用して季節調整を行い、季節指数を算出。 
      グラフは、平成22～28年の季節指数の各月の平均値で作成。 
 

 飲食費についてみると、季節指数のピークは7月。次いで4、8月。夏期と春期の指数が高い。一方
で、ボトムは11月。次いで12、2月と、冬期が低くなっている。 

 買物・宿泊同様、やはり春節（1～2月）の時期の季節指数は高くない。 
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飲食費指数の過去7年分の四半期季節変動 

（資料）訪日外国人消費指数：訪日外国人消費動向調査（観光庁）、訪日外客数（日本政府観光局）、消費者物価指数（総務省）などを用いて試算。 
      試算した指数を、米国センサス局が開発したX-12-ARIMAの機能のうちX-11の機能のみを使用して季節調整を行い、季節指数を算出。 

 季節指数を四半期平均でみると、ピークは第3四半期で、次いで第2四半期。宿泊料金と同様に
夏期と春期が高くなっている。ボトムは第4四半期。冬期の指数値が低い。 

 グラフの形状からも、第3四半期への集中度が高いことが分かる。 
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平成２２年 

ピーク 
１２５．８３ 
（７月） 

ピーク２位 
１１１．６３ 
（４月） 

ボトム２位 
８６．６２ 
（１２月） 

ボトム 
８２．９２ 
（１１月） 

（資料）訪日外国人消費指数：訪日外国人消費動向調査（観光庁）、訪日外客数（日本政府観光局）、消費者物価指数（総務省）などを用いて試算。     
試算した指数を、米国センサス局が開発したX-12-ARIMAの機能のうちX-11の機能のみを使用して季節調整を行い、季節指数を算出。 

 飲食費指数の季節指数のピーク値は22年125.83から28年121.25に低下、ボトム値は82.92か
ら85.12に上昇。ピークとボトムの差も、42.91から36.13に縮小。 

 全期間を通して、ピークは7月、ボトムは11月で変化はないが、時間が進むごとに、月々の変動が少
しずつ平準化されてきている。 

平成２５年 

ピーク 
１２３．６１ 
（７月） 

ピーク２位 
１１２．９２ 
（４月） 

ボトム２位 
８８．０９ 
（１２月） 

ボトム 
８３．９３ 
（１１月） 

平成２８年 

ピーク 
１２１．２５↓ 
（７月） 

ピーク２位 
１１２．３５ 
（４月） 

ボトム２位 
８９．２７ 
（１２月） 

ボトム 
８５．１２↑ 
（１１月） 
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観光関連産業（第３次産業活動指数）の季節変動パターン 

（資料）第３次産業活動指数（経済産業省） 
      グラフは、平成22～28年の季節指数の各月の平均値で作成。 
  

 第３次産業活動指数の観光関連産業についてみると、季節指数のピークは8月。ボトムは2月、
次いで1月となっている。 

 8月の盛り上がりと、1、2月の冬場の盛り下がりというパターン。 
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観光関連産業（第３次産業活動指数）の7年四半期の季節指数 

（資料）第３次産業活動指数（経済産業省） 

 季節指数を四半期平均でみると、ピークは第3四半期で、次いで第4四半期。夏期と秋期が高い。 

 ボトムは第1四半期。年明けの冬期の指数値が、明瞭に一段レベルが低い。 
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平成２２年 

ピーク 
１１１．８７ 
（８月） 

ピーク２位 
１０３．６４ 
（７月） 

ボトム２位 
９３．５７ 
（１月） 

ボトム 
８８．８４ 
（２月） 

（資料）第３次産業活動指数（経済産業省） 

 観光関連産業の季節指数のピーク値は22年111.87から28年115.58に上昇、ボトム値も88.84
から90.36に上昇。ピークとボトムの差は、23.03から25.22に若干拡大。 

 ピークは全期間を通して8月で変化なし。ピーク2位はその年によって3、7、10月のいずれかで変動。 
ボトムは2月で変化なし。 

 ピーク値、ボトム値がともに上昇しており、振幅拡大しているとまでは、言い切れない。 

平成２５年 

ピーク 
１１３．５８ 
（８月） 

ピーク２位 
１０３．３７ 
（７月） 

ボトム２位 
９３．３０ 
（１月） 

ボトム 
８８．６８ 
（２月） 

平成２８年 

ピーク 
１１５．５８↑ 
（８月） 

ピーク２位 
１０３．８０ 
（１０月） 

ボトム２位 
９４．２２ 
（１月） 

ボトム 
９０．３６↑
（２月） 
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訪日外国人消費・観光関連産業両指数の平均季節変動パターンの比較 

（資料）第３次産業活動指数（経済産業省） 
      グラフは、平成22～28年の季節指数の各月の平均値で作成。 
  

 両指数のピークは夏場で、冬場4か月低迷することは同じ。しかし、ピーク月には1か月のズレがあり、
春先に外国人消費指数には「もう一山」がある。 

 観光関連産業のパターンと比較すると、4月と7月に、訪日外国人消費が盛り上がることが分かる。 
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訪日外国人消費指数の季節変動パターンの特徴 

 訪日外国人消費指数の季節変動パターンを表す「季節指数」のピークは7月。次いで
4､3月が高くなっており、夏期と春期の指数が高い。一方で、ボトムは11月。次いで12、
1、2月が低く、冬季の指数が低い。 

 意外にも、春節（1~2月）の影響はあまりないことが分かる。 

 時間が進むごとに、月々の変動が少しずつ平準化されてきている。 

 

 費目別指数の季節変動パターンも類似したものではあるが、22年から28年にかけて、
買物代、飲食費では平準化が進み、宿泊料金では振幅拡大がみられる。 

 

 訪日外国人消費指数と日本国内全体の観光関連産業の指数の変動パターンを比較
すると、①両指数のピークは夏場で、冬場4か月低迷することは同じ、②しかし、ピーク月
には1か月のズレがあり、春先に外国人消費指数には「もう一山」がある という違い。 

 日本人の国内旅行が太宗を占める観光関連産業指数の季節パターンと比較すると、 
4月と7月に、訪日外国人消費の盛り上がりが大きくなるということが分かる。 



 （参考） 
 訪日外国人消費指数の作成方法 
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個別の「費目」指数の作成方法 

 「訪日外国人消費動向調査」（観光庁）の訪日客１人当たりの費目別（宿泊、飲食、交通、娯楽、買
物、その他の６項目）売上高に、「訪日外客数」（日本政府観光局）を乗じて訪日外国人旅行消費金額
を算出し、消費者物価指数（総務省）を用いて実質指数化。 

 指数採用データの詳細は、次頁参照。 

 「経済センサス活動調査」（総務省・経済産業省）の2011年
の産業別売上高を、「サービス産業動向調査」（総務省）及び
「商業動態統計」（経済産業省）の2011年の産業別売上高
前年比で除して2010年の産業別売上高を推計。対応する産
業別売上高に対する2010年の費目別訪日外国人旅行消費
金額の割合を、「第３次産業活動指数」（経済産業省）の業
種別ウェイトに乗じて算出。 

 ウェイト算定データは、次頁参照。 

費目指数を加重平均して統合するためのウェイトの作成方法 
第３次産業総合 10000.0

広義対個人サービス 4846.2

訪日外国人消費指数（全体） 18.2

宿泊 7.0

飲食 5.4

交通 2.1

娯楽サービス 0.5

買物 2.8

その他 0.4

季節調整方法 

 米国センサス局が開発したX-12-ARIMAの機能のうちX-11の機能のみを使用して季節調整を実施。 



実数データ デフレータ

訪日外国人消費指数（全体）

宿泊

訪日外国人消費支出（宿泊料金）＝①×②

①訪日外国人１人当たり旅行支出（宿泊料金）

　「訪日外国人消費動向調査」（観光庁）

②訪日外客数

　「訪日外客数調査」（日本政府観光局）

（以下出典は同様）

宿泊料

　「消費者物価指数」 （総務省）

（以下出典は同様）

飲食 訪日外国人消費支出（飲食費） 一般外食

交通 訪日外国人消費支出（交通費）

以下の各品目の加重平均値

航空運賃、鉄道運賃（ＪＲ）、鉄道運賃（ＪＲ以外）、一般路線バス代、高速バス代、タク

シー代、有料道路料、レンタカー料金

娯楽サービス 訪日外国人消費支出（娯楽サービス費）

以下の各品目の加重平均値

ゴルフ練習場、ゴルフプレー料金、テーマパーク入場料金、演劇観覧料、サッカー観覧料、プロ野球

観覧料、文化施設入場料、映画観覧料、ボウリングゲーム代、プール使用料、フィットネスクラブ使用

料、カラオケルーム使用料

買物 訪日外国人消費支出（買物代）

以下の各品目の加重平均値

菓子類、飲料、酒類、たばこ、教養娯楽用耐久財、腕時計、家事用耐久財、化粧品、医薬品・

健康保持用摂取品、保健用医療用品・器具、衣料、シャツ・セーター類、履物類、他の被服、かば

ん類、玩具、書籍、雑誌、コンパクトディスク、ビデオソフト、財

※免税対象商品については、免税購入率（訪日外国人消費動向調査）により調整。

その他 訪日外国人消費支出（その他） 総合

業　　種　　名
採用データ

39 

指数作成に用いたデータ 

ウェイト算定データ 
訪日外国人消費調査 経済センサス活動調査 第３次産業活動指数

一人当たり

消費支出
訪日外客数

訪日外国人

消費額

売上高

(企業集計)
前年比

売上高

（推計値）

訪日外国人

消費額の

割合(推計値)

ウェイト

a1 a2 a=a1*a2 b c d=b/c e=a/d g h=g*e

2010年 2010年 2010年 2011年 2011年 2010年 2010年 2010年 2010年

(円/人) (人) (億円) (億円) (％) (億円) (％)

合計 133,426 11,490 合計 全体 18.2

宿泊料金 41,659 3,587 宿泊業 46,129 宿泊業 -6.0 49,054 7.3 宿泊業 95.2 宿泊 7.0

飲食費 26,598 2,290 飲食店 132,290 飲食店 -6.1 140,862 1.6 飲食店，飲食サービス業 332 飲食 5.4

交通費 14,120 1,216
運輸業，郵便業

自動車賃貸業
565,913

運輸業，郵便業

自動車賃貸業
-4.2 590,573 0.2

運輸業，郵便業

自動車賃貸業
996.8 交通 2.1

娯楽サービス 6,803 586 娯楽業 262,142 娯楽業 -10.8 293,852 0.2 娯楽業 275.2 娯楽サービス 0.5

買物代 41,273 3,554 小売業 1,291,802 小売業 -2.3 1,322,212 0.3 小売業 1028.1 買物 2.8

その他 2,973 256 その他 0.4 ※

※訪日外国人消費指数の「その他」のウェイトは、2010年の訪日外国人消費額合計に占める「その他」の割合から推計した。

8,611,175

サービス産業動向調査

商業動態統計

訪日外国人消費指数の

ウェイト
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